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一一般ニュース

一般
部局長の交代

　平成 22 年４月１日付で、下記のとおり部局長の交代
がありました。新部局長をご紹介するとともに、退任さ
れた部局長のご挨拶を掲載します。

　 新部局長 前部局長

 大学院法学政治学研究科長・
 法学部長

山下友信 井上正仁

 大学院工学系研究科長・工学部長 北森武彦 保立和夫

 大学院薬学系研究科長・薬学部長 長野哲雄 杉山雄一

 大学院数理科学研究科長 大島利雄 （再任）

 大学院情報理工学系研究科長 萩谷昌己 下山　勲

 大学院公共政策学連携研究部長・
 教育部長

田邊國昭 金本良嗣

 史料編纂所長 榎原雅治 加藤友康

 宇宙線研究所長 梶田隆章 （再任）

 大気海洋研究所長 西田　睦 　

 先端科学技術研究センター所長 中野義昭 宮野健次郎

 気候システム研究センター長 　 中島映至

新部局長紹介

大学院法学政治学研究科長・法学部長
山下　友信　教授
（任期：平成 22 年４月１日～平成 24 年３月 31 日）

昭和50年３月　
本学法学部卒業
昭和50年４月　
本学法学部助手
昭和53年12 月  
神戸大学法学部助教授
昭和63年４月  
本学法学部助教授

平成３年４月  本学大学院法学政治学研究科助教授
平成４年１月  本学大学院法学政治学研究科教授
所属：大学院法学政治学研究科
専門分野：商法
研究内容（代表的な著書や論文等）：
１）『現代の生命・傷害保険法』（弘文堂、1999 年）
２）『保険法』（有斐閣、2005 年）
３）『高度道路交通システム（ＩＴＳ）と法』（共著、有
斐閣、2005 年）

大学院工学系研究科長・工学部長
北森　武彦　教授
（任期：平成 22 年４月１日～平成 24 年３月 31 日）

昭和55年３月
本学教養学部基礎科学科卒業
平成元年２月
工学博士（東京大学）
平成３年 11 月
本学工学部助教授
平成10年７月　
本学大学院工学系研究科教授

所属：大学院工学系研究科応用化学専攻
専門分野：応用分光分析、レーザー分光化学
研究内容（代表的な著書や論文等）：
１）「細胞１つ分のフラスコのなかで、どんなことが起
　こるのか？微小反応場のおもしろさ」（『パリティ』、
　丸善株式会社、2008 年 9 月号）
２）『早わかりマイクロチップ』（丸善株式会社、2006　
　年 11 月）
３）Takehiko Kitamori, Manabu Tokeshi, Akihide 　　
　Hibara, Kiichi Sato, “Thermal Lens Microscopy 　
　and Microchip Chemistry,” Analytical Chemistry  76, 
　（2004）：52A-60A.
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大学院薬学系研究科長・薬学部長
長野　哲雄　教授
（任期：平成 22 年４月１日～平成 24 年３月 31 日）

昭和47年３月
本学薬学部卒業
昭和49年３月　
本学大学院薬学系研究科薬学
専攻修士課程修了
昭和52年３月
本学大学院薬学系研究科薬学
専攻博士課程修了
平成８年５月

　　　　　　　　　　　　本学薬学部教授
平成９年４月　本学大学院薬学系研究科教授
所属：大学院薬学系研究科分子薬学専攻 生物有機化学

講座
専門分野：創薬化学、ケミカルバイオロジー
研究内容（代表的な著書や論文等）：
１）Daihi Oushiki, Hirotatsu Kojima, Takuya Terai, 
Makoto Arita, Kenjiro Hanaoka, Yasuteru Urano and 
Tetsuo Nagano, “Development and Application of a 
Near-infrared Fluorescence Probe for Oxidative Stress 
Based on Differential Reactivity of Linked Cyanine 
Dyes,” J. Am. Chem. Soc.  132, no. 8 （2010）: 2795-2801.
２）「ケミカルバイオロジー研究」（東京大学創立 130 周
年記念出版物『アカデミック・グルーヴ』、東京大学出
版会、30-31 （2008））
３）Tetsuo Nagano and Tetsuhiko Yoshimura,”
Bioimaging of Nitric Oxide," Chemical Reviews 102, 
no. 4 （2002）: 1235-1269.

大学院数理科学研究科長
大島　利雄　教授（再任）
（任期：平成 22 年４月１日～平成 24 年３月 31 日）

大学院情報理工学系研究科長
萩谷　昌己　教授
（任期：平成 22 年４月１日～平成 24 年３月 31 日）

昭和55年３月
本学理学部卒業
昭和57年３月
本学大学院理学系研究科情報
科学専攻修士課程修了
昭和57年４月
京都大学数理解析研究所助手
昭和63年３月
京都大学理学博士

昭和63年10月　京都大学数理解析研究所助教授
平成４年４月　本学理学部助教授
平成５年４月　本学大学院理学系研究科助教授
平成７年11月　本学大学院理学系研究科教授
平成13年４月　本学大学院情報理工学系研究科教授

所属：大学院情報理工学系研究科コンピュータ科学専攻
専門分野：情報学基礎・生体生命情報学
研究内容（代表的な著書や論文等）：
１）『論理と計算のしくみ』（共著、岩波書店、2007）
２）『化学系と生物系の計算モデル』（共著、共立出版、
2009）
３）“Molecular Computation by DNA Hairpin 
Formation,” Science 288, no. 5469 （2000）：1223-1226.

大学院公共政策学連携研究部長・教育部長
田邊  　國昭　教授
（任期：平成 22 年４月１日～平成 24 年３月 31 日）

昭和59年３月
本学法学部卒業
昭和59年４月
本学法学部助手
昭和62年６月
東北大学法学部助教授
平成５年４月
本学大学院法学政治学研究科
助教授

平成12年11月　本学大学院法学政治学研究科教授
所属：大学院公共政策学連携研究部・教育部
専門分野：行政学
研究内容（代表的な著書や論文等）：
１）「戦後日本における公的年金の運用」（『年金改革の
政治経済学』、東洋経済新報社、2005 年 3 月）
２）「政治および行政におけるゲーム」（『ゲ－ム：駆け
引きの世界』、東京大学出版会、1999 年）
３）「生活保護政策の構造――公的扶助行政における組
織次元の分析（1-4）」（『國家學會雑誌』100 巻 11・12 号
（1987 年）、101 巻 3・4 号（1988 年）、101 巻 7・8 号（1988
年）、101 巻 9・10 号（1988 年））

史料編纂所長
榎原　雅治　教授
（任期：平成 22 年４月１日～平成 23 年３月 31 日）

昭和55年３月
本学文学部第２類（史学）
卒業
昭和57年３月
本学大学院人文科学研究科国
史学専門課程修士課程修了
昭和58年３月
本学大学院人文科学研究科国

　　　　　　　　　　　　史学専門課程博士課程退学
平成15年４月　本学史料編纂所教授
所属：史料編纂所中世史料部
専門分野：日本中世史
研究内容（代表的な著書や論文等）：
１）『日本中世地域社会の構造』（校倉書房、2000 年）
２）『日本の時代史 11　一揆の時代』（編著、吉川弘文館、
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2004 年）
３)『中世の東海道をゆく』（中央公論社、2008 年）

宇宙線研究所長
梶田　隆章　教授（再任）
（任期：平成 22 年４月１日～平成 24 年３月 31 日）

大気海洋研究所長
西田　睦　教授
（任期：平成 22 年４月１日～平成 23 年３月 31 日）

昭和47年３月
京都大学農学部卒業
昭和52年３月
京都大学大学院農学研究科
博士課程単位取得
平成11年４月
本学海洋研究所教授
平成19年４月　
本学海洋研究所長

平成22年４月　本学大気海洋研究所長
所属：大気海洋研究所海洋生命システム研究系
専門分野：分子海洋生物学、分子進化生物学
研究内容（代表的な著書や論文等）：
１）『海洋の生命史－生命は海でどう進化したか』（編著、
東海大学出版会、2009）
２）“Temporal pattern of loss/persistence of duplicate 
genes involved in signal transduction and metabolic 
pathways after teleost-specific genome duplication,” 
BMC Evolutionary Biology, 9 （2009）: 127.
３） “Deep-ocean origin of the freshwater eels,” Biology 
Letters （in press）.

先端科学技術研究センター所長
中野　義昭　教授
（任期：平成 22 年４月１日～平成 25 年３月 31 日）

昭和57年３月
本学工学部電子工学科卒業
昭和59年３月
本学大学院工学系研究科電子
工学専門課程修士課程修了
昭和62年３月
本学大学院工学系研究科電子
工学専門課程博士課程修了

昭和62年４月　本学工学部電子工学科助手
昭和63年４月　本学工学部電子工学科講師
平成４年４月　本学工学部電子工学科助教授
平成４年４月　カリフォルニア大学サンタバーバラ校客

員助教授
平成12年10月　本学大学院工学系研究科電子工学専攻教

授
平成14年４月　本学先端科学技術研究センター教授
平成20年８月　本学先端科学技術研究センター副所長

平成22年４月　本学先端科学技術研究センター所長
所属：先端科学技術研究センター情報デバイス分野
専門分野：光電子デバイス工学
研究内容（代表的な著書や論文等）：
１）「GaAs 系分布帰還型半導体レーザーとその縦モー
ド制御」（『応用物理』、応用物理学会、1989 年）
２）「半導体集積光デバイス・モノリシック光集積回路
の現状と展望」（『電子情報通信学会論文誌 C』、電子情
報通信学会、2009 年）
３）「高効率量子タンデム太陽電池」（『応用物理』、応用
物理学会、2010 年）

部局長退任の挨拶

任期を終えて
前大学院法学政治学研究科長・法学部長

井上　正仁
　国の財政難により人件費を含む経費の実質的な削減を
迫られ、かつ外部評価の嵐に曝されるという厳しい状況
の下で、大学全体はもとより部局においても舵取りは容
易でなく、菲才非力な身ではその任に堪えないのではな
いかと内心怖れながら、３年間、ともかく、眼前にある
課題に一つ一つ対処するとともに、学生諸君の学習環境
と教職員の研究・労働環境を少しでも改善するよう努め
てまいりました。「危機」的な事態も幾つかあり、「小過」
は枚挙にいとまがありませんが、幸い、研究科の教職員
のみなさんのご尽力と、本部の役員・関係職員、同僚部
局長その他の方々のご協力、ご支援を得、そして何より
も、素晴らしい学生諸君に恵まれて、どうにか大過なく
任期を終えることができたように思います。これらのみ
なさんと語り合い、協働することができたのは、まこと
に幸いなことでした。心から御礼申しあげます。

退任にあたって
前大学院工学系研究科長・工学部長

保立　和夫
　平成 20 年度、21 年度の２年間、工学系研究科長・工
学部長を務めさせて頂きました。本研究科では、法人化
による自由度を生かし、新専攻設置や、教育・研究の新
しい仕組み創りなどを、ダイナミックに進めて参りまし
た。この２年間は、その方向性を堅持しつつも、教育・
研究や組織運営における安定性確保のための検討も深め
ました。大学院での教育・研究制度や博士入試制度の検
討、特任教員と特任研究員の位置づけの明確化、等々で
あります。自己評価・外部評価も実施致しました。また、
部局コンプライアンス室も設置致しました。大規模な
PFI 事業による新３号館の建設に関する議論も深め、各
専攻・各学科の合意を頂いて、教育・研究新棟の建設が
始まります。グローバル社会で貢献し続ける工学系のた
めに、教育、人材確保、組織運営、そして研究等の全て
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の面での一層の国際化推進が必須であるとの認識から、
「バイリンガルキャンパス構想」を策定して部局内での
合意を得て、全学からの賛同も頂きつつ、これを推進し
始めました。退任にあたり、副研究科長はじめ工学系の
皆様方のこれまでの多大なるご協力に対して、深く感謝
申し上げます。

感謝の２年間
前大学院薬学系研究科長・薬学部長

杉山　雄一
　平成 20 年度から２年間、薬学系研究科長・薬学部長
を務めました。任務を終えてほっとしています。研究科
長に就任して早々、“東京大学薬学部創立 50 周年記念事
業～３世紀にわたる薬学の歩み～”を開催することにな
りました。また、退任に間に合って、エーザイ株式会
社より寄贈して頂いた“先端創薬棟”が完成し、さらに
は、本研究科の全てを記述した書物『創薬科学の魅力－
東京大学大学院薬学系研究科からの発信－』を刊行する
ことができました。この間、本学部においては、薬剤師
取得条件の変更に伴い新しい教育制度が始まり、学生数
として４年制の薬科学科９割、６年生の薬学科１割で動
き始めました。忙しくもあり充実した２年間を過ごすこ
とができました。何よりも個性豊かな研究科長の方々と
知りあうことができ楽しくウイットに富む、時には厳し
い議論のできたことは何にも代えがたい経験でした。昨
年 11 月にはプレジデンツ・カウンシルにおいて私の研
究を紹介する機会も与えて頂き良い経験となりました。
この間、ご支援いただいた総長をはじめとする執行部の
方々、研究科の教員、職員の方々に感謝します。今後、
遅滞していた研究を元のレベルに戻すべく最大の努力を
していきたいと思います。今後とも、本研究科に対して、
皆様からの最大のご支援を頂けますように切にお願いい
たします。

退任にあたって
前大学院情報理工学系研究科長

下山　勲
　2007 年４月から 2010 年３月まで３年間にわたって研
究科長をつとめました。この間、研究科構成メンバーの
協力のもとに、中期目標・計画中の評価を含め、法人化
後の対応ができたことに関係の皆様へ心からお礼を申し
上げます。研究科長という職の責任を肩からおろし安堵
することができましたことに、皆様へ重ねてお礼申し上
げます。研究科長在任中に次第に増える私の仕事の多さ
にとまどうだけでなく、若い世代の教員の副次的な仕事
の多さに申し訳なくおもってきました。今後の日本や東
京大学の活力を保ち質の高い研究や教育を維持するため
には、戦略とそのための改革が必要でしょう。新研究
科長にそのバトンを渡して私の退任のご挨拶といたしま
す。

日本から世界の公共政策リーダーを
前大学院公共政策学連携研究部長・教育部長

金本　良嗣
　２年間務めてまいりました公共政策大学院長（公式名
称は、大学院公共政策学連携研究部長・教育部長）を退
任いたしました。振り返ってみると、準備期間を含め、
10 年ほど公共政策大学院にかかりっきりだったことに
なります。この間、国立大学法人化の荒波にもまれ、様々
な困難がありましたが、学内外のご支援と教職員及び学
生諸君の努力でなんとか乗りこえてきました。
　我々の努力を支えてきたのは、日本の政策形成のあり
方が大きな転換点を迎えており、それを変革していく公
共政策リーダーの養成が必要であるという認識でした。
まだまだ具体的な成果が出る段階ではありませんが、修
了生は公共部門、民間部門で活躍しつつあり、今後に期
待しております。
　公共政策大学院の新しいステップとして、日本のリー
ダーのみならず、世界のリーダーを育てることに取り
組む必要があると考えております。そのために、今年の
秋から英語で修了できる新しいコースを立ち上げ、海外
からの留学生と日本人学生が同じ場で切磋琢磨できるよ
うにします。東京大学から世界の公共政策リーダーが巣
立っていくという夢を現実のものにしていくために、田
邊國昭新院長のリーダーシップのもとで公共政策大学院
は最大限の努力を継続してまいります。今後ともご支援
のほどお願い申し上げます。

退任にあたって―新年度からの活動への期待と
ともに―

前史料編纂所長
加藤　友康

　史料編纂所の建物耐震補強工事の完了にともなって、
九州国立博物館に工事期間中お預かりいただいた国宝・
重要文化財をはじめとする貴重史料を、この一年間かけ
て史料編纂所書庫に復帰する事業を進めてきましたが、
年度内に完了したことで、ほっとしているこの頃です。
九州国立博物館から最後の史料搬出を終えて御礼のご挨
拶をしましたが、最初の博物館への搬入に立ち会った約
２年半前から、あっという間の時間が過ぎたことに感慨
深いものがあります。この間の学内外から寄せられたあ
たたかいご支援に感謝いたします。新年度からはこれら
史料の閲覧も再開されますし、ホームカミングデイにあ
わせて史料展覧会も企画していますので、ご期待下さい。
　また、史料編纂所はこれまでにも増して、広く全国・
世界各地の研究者と共同で史料の調査・研究を進めるた
めに、日本史史料を研究資源として共同利用をはかる
研究拠点として申請し文部科学大臣の認定を受けたこと
も、この一年の大きな出来事でした。次年度は、新しい
所長のもとで、この研究事業を進めていくことになりま
す。
　東京大学を去る直前の短い１年間でしたが、密度の濃
い１年間でもありました。新年度から始まる次の中期目
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標・中期計画期間において、史料編纂所は今後とも東京
大学の一員として、またこれまで以上に学界・社会に開
かれた研究所として活動していくことを期待したいと思
います。

組織は人
前先端科学技術研究センター所長

宮野　健次郎
　先端研は運営費交付金で測ると全学の約 1.5%を占め
る小さな部局です。22 年度も続く予算削減との比較で
言えば、毎年ほぼ一つが全学から消える規模と言えば分
りやすいでしょうか。法人化後の大きなうねりと逆風の
中で、規模の制約を打ち破る活力を持つために「新時代
の先端研は何をすべきか」を模索した３年間でした。こ
の間「組織は人」であることを再認識し、取り組むべき
具体的課題を内部で共有できるようになったこと、さら
に次の中期計画に向けて全員の力を結集する方向性を明
確に示す新所長が選ばれたことで、私の責任を果たせた
と感じています。在任中、学内はもとより、特に学外か
ら多大のご声援を頂いたことを感謝しつつ、個人的には
大きな安堵感を持って退任します。

過去とみらい
前気候システム研究センター長

中島　映至
　気候システム研究センター（CCSR）は 1991 年に生
まれ、そして本年３月にその幕を閉じた。初代センター
長の松野太郎先生、２代目の住明正先生はじめ、CCSR
に集う卓抜した研究者と学生たちによって、日本の気候
モデリング研究の基礎が築かれたといっても良い。この
間、多くの素晴らしい若者たちが巣立ってゆき、その最
後の６年間のセンター長として任期を終えることに、い
ろいろな思いを感じる。研究上のさまざまな展開、大学
法人化、柏移転、中期計画評価、東アジア大学連合ワー
クショップ（UAW）、企業コンソーシアム、４大学セ
ンター連携VLプロジェクトなどなど。そして、新たに
柏に移転して来た海洋研究所との統合。気候研究のなか
で海洋は大気とともに重要な役割を演じており、統合は
自明のようにも思えるが、一方で様々な点で異なるこの
ふたつの部局の統合には、多くの議論があった。ひとつ
だけ言えることは、新たに生まれた大気海洋研究所が将
来に向かって大きなポテンシャルをはらんでいるという
ことだろう。ダッチロールのような日本の難しい状況の
なかで、新研究所と全国の気候コミュニティーも様々
な困難に直面するかもしれないが、木本昌秀気候システ
ム研究系長をはじめとした新進気鋭の次世代がそれらを
楽々と乗り切って行くと信じている。私自身も、そのよ
うなダイナミックな未来に飛び込んで行きたいと思って
いる。この間、支えていただいた教職員、全国の同僚、
学生に深く感謝したい。
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一般

数物連携宇宙研究機構（IPMU）

IPMU新研究棟竣工披露・記念式典
を挙行

　２月 23 日（火）、柏キャンパスの数物連携宇宙研究機
構棟において、学内外から約 150 名の参加を得て、新研
究棟竣工披露・記念式典が執り行われた。
　IPMUが目指す「知の融合」を象徴する３階の交流ス
ペースを会場とした式典は、本学音楽部管弦楽団の弦楽
四重奏を合図に、村山斉機構長による式辞で始まり、濱
田純一総長が挨拶の中で、「学内に設立を検討中の『高
等研究所』の一つとして、既に高く評価される実績を上
げている IPMU を学内組織に組み込み、その恒久化を
図る」との決意を表明された。
　引き続き、岡谷重雄 文部科学省科学技術・学術政策
局科学技術・学術戦略官、黒木登志夫 日本学術振興会
学術システム研究センター副所長からの祝辞、また、本
研究棟の意匠設計に尽力いただいた、大野秀俊 新領域
創成科学研究科教授から、研究者達のコミュニケーショ
ンを誘発する「対話を基礎とした都市広場」というコン
セプトの説明があった。

式辞を述べる村山機構長

IPMUへの期待を述べる濱田総長

　式典終了後の棟内自由見学の後に、キャンパス内に
て祝賀会が行われた。祝賀会では、IPMUの関係者で構

成される IPMU室内管弦楽団と本学音楽部管弦楽団に
よる演奏があり、同音楽部OBである村山機構長もコン
トラバスで演奏に参加するというサプライズ演出も加わ
り、盛会のうちに終了した。
　なお、IPMUの公用語は英語という事もあり、式典、
祝賀会の挨拶等は全て英語で行われた。

IPMU室内管弦楽団と音楽部管弦楽団によるコラボ

研究環境、デザイン性を重視した新研究棟

一般

サステイナビリティ学連携研究機構

国際生物多様性年記念 IR3S 国際シンポジウ
ム「生物多様性とサステイナビリティ－自然
と調和した社会をつくる－」を開催

　２月 27 日（土）、安田講堂において「国際生物多様性
年記念サステイナビリティ学連携研究機構 (IR3S) 国際
シンポジウム『生物多様性とサステイナビリティ―自然
と調和した社会をつくる―』」が開催された。IR3S で開
催される安田講堂での公開シンポジウムは、今年で５回
目となる。今回は生物多様性をテーマに国内外から第一
線で活躍される方々を招き、様々な立場からテーマにつ
いてお話しいただいた。

39No.1398   2010. 4. 23



 カール・フォルケ氏による講演

　シンポジウムの第一部では、工学系研究科（IR3S 兼
任 ) 花木啓祐教授による趣旨説明、IR3S 機構長 濱田純
一総長による開会の挨拶に続き、ストックホルム大学ス
トックホルムレジリアンスセンター 科学ディレクター 
カール・フォルケ氏、国際自然保護連合（IUCN）生物
多様性保全グループディレクター ジェーン・スマート
氏、生物多様性条約（CBD）事務局長 アフメッド・ジョ
グラフ氏、IR3S 副機構長 武内和彦教授より、それぞれ
の専門分野から「生物多様性とサステイナビリティ」に
ついてご講演いただいた。講演では生物多様性の問題
が地球規模で取り組んでいかねばならない問題であるこ
と、またこの問題が気候変動などのさまざまな問題と絡
み合っていることが再確認されたほか、「SATOYAMA
イニシアティブ」といった日本から世界にむけて発信さ
れている取り組みについても紹介があった。
　第二部のパネルディスカッションでは、第一部の講演
者に加え、農学生命科学研究科 鷲谷いづみ教授、環境
省参与 黒田大三郎氏、国連大学高等研究所いしかわ・
かなざわオペレーティング・ユニット所長 あん・まく
どなるど氏、アミタ株式会社代表取締役社長 熊野英介
氏をパネリストとしてお招きした。各パネリストによる
スピーチの後、生物多様性に関する問題や世界での取り
組み、日本の果たす役割などについて議論が交わされた。
　最後に本シンポジウムのまとめとして、本学地球持続
戦略研究イニシアティブ統括ディレクター 住明正教授
より閉会の挨拶があり、新しい社会づくりの実現のため
に、わたしたち各人がはたらきかけていくことの重要性
が強調された。

パネルディスカッションの様子

　2010 年は国連の提唱する国際生物多様性年にあたり、
また 10 月には愛知県名古屋市において生物多様性条約
の第 10 回締約国会議（COP10）が開催される。COP10
では世界の生物多様性と生態系を保全、管理、再生して
いくための長期的戦略が話し合われることになっている
が、市井での生物多様性の認知度は高くないのが現状だ。
今回のシンポジウムには研究者、学生はもちろん、企業
や一般の方を含め 1000 人近くの参加者があり、多くの
方に生物多様性と持続可能性について見つめ直していた
だく機会となった。

　このシンポジウムの詳細については、下記ホームペー
ジをご覧ください。
http://www2.ir3s.u-tokyo.ac.jp/ir3s2010/
　また、サステイナビリティ学連携研究機構の最新のイ
ベント・活動情報については機構のホームページをご覧
ください。
http://www.ir3s.u-tokyo.ac.jp/

一般

産学連携本部
産学連携本部・大和総研共同主催公開セミナー
「mixi―そこで笠原健治社長は何を考え、何を決
断したのか？」開催される

　３月４日（木）14 時～ 17 時に東京大学産学連携本部・
大和総研共同主催公開セミナー「mixi―そこで笠原健治
社長は何を考え、何を決断したのか？」が開催された。
このセミナーは、産学連携本部と大和総研との共同研究
の成果として作成された起業家教育のためのコンテンツ
である、株式会社ミクシィに関するケーススタディを用
いた公開模擬講義という形で公開された。このセミナー
は一般的なセミナーの形式とは異なり、ステージ上で
16 名の選抜された本学学生が講師からケーススタディ
の講義を受講している様子を、会場の聴衆が観覧すると
いういわば劇中劇の形で、産学連携本部主催のセミナー
としては初の試みであった。更に、約 90 分の講義の後、
ケース素材である株式会社ミクシィの代表取締役社長笠
原健治氏（本学経済学部卒）が自ら登壇し、約 60 分の
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間、講義の内容を受けて講師・学生とディスカッション
を行ったことも特筆すべきである。
　なお、講師はケースの執筆者でもある産学連携本部の
教員と大和総研の共同研究員が務め、壇上の講義の様子
はスクリーン上に同時投影された。
　前半の講義は、受講学生が事前に配布されたケース資
料を読み、事前課題に取り組んできた上で講義が展開さ
れ、ほとんどがmixi ユーザーであることから、ケース
から読み取れる起業家像や事業戦略と自分の利用感につ
いて深い議論が展開された。また講義中は笠原氏が一般
聴衆に紛れて聴講したことで、学生からは競合との比較
や将来の戦略について率直な意見が述べられ、笠原氏登
壇後は実際の経営者と直接意見を交わせるということ
で、議論は更に白熱した。
　本セミナーには、本学内外の学生と国内の起業家教育
関係者を中心に 200 名以上の申込があり、講師・受講学
生とのディスカッション後の一般参加者質問では、学生
起業家などから笠原氏へ多くの質疑が交わされた。
　このセミナーは、ケースに登場する実際の若い経営者
が母校に出向いて直接講義に参加するというかつてない
試みであったが、起業家教育の一つの形として新たな可
能性を示すことができたのではないだろうか。

会場の様子

講義風景

笠原氏登壇後のディスカッション

一般

本部留学生・外国人研究者支援課

東京大学卒業・修了予定の外国人留
学生、留学生支援団体等と総長との
懇談会が開催される

　３月８日（月）18 時から、東天紅上野店において「東
京大学卒業・修了予定の外国人留学生、留学生支援団体
等と総長との懇談会」が開催された。
　この会は、本学の学部を卒業または大学院修士課程・
博士課程を修了する予定の外国人留学生及び留学生支援
団体関係者等と総長ほか役員をはじめとする本学教職員
が一同に会して親睦を深めることを目的としている。会
には留学生約 140 名に加え、日頃から留学生をサポート
いただいている支援団体、大使館及び国・自治体等関係
者、ならびに本学教職員の総勢約 380 名の参加者があっ
た。
　会は濱田純一総長の挨拶に引き続き、留学生支援団体
の代表として財団法人味の素奨学会理事長西山徹氏から
ご挨拶をいただき、小島憲道理事（副学長）による乾杯
のご発声で幕を開けた。
　しばらくの歓談ののち、在日インドネシア留学生協会
東京大学支部による伝統舞踊・楽器演奏の披露があった。
その後、本年３月に理学部卒業予定のリカルド ミゾグ
チ ゴルゴルさん、大学院教育学研究科修士課程修了予
定のアディヤスレン アマラジャルガルさん、大学院学
際情報学府博士課程修了予定のイヴァノヴァ ネヴェナ 
イヴァノヴァさんの３名から、日本での経験や思い出、
研究生活や卒業・修了後の抱負などに関するスピーチが
あった。
　会場では留学生が、総長をはじめ本学役員や研究科長、
留学生支援団体等からの出席者とともに記念写真を撮る
姿などが見られ、終始和やかな雰囲気に包まれた。会の
終盤近くでは、東京大学運動会応援部と参会者一同によ
る東京大学の歌「ただ一つ」の合唱、応援部によるエー
ルののち、予定時間の 20 時、坂野仁留学生センター長（理
学系研究科教授）から閉会の挨拶があり、会は盛会のう
ちに終了した。
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来賓スピーチ　西山徹（財）味の素奨学会理事長

伝統舞踊・楽器演奏を行った在日インドネシア留学生協会
東京大学支部のメンバーと、濱田総長、江川理事

スピーチを行った留学生と濱田総長
左から：リカルド ミゾグチ ゴルゴルさん、イヴァノヴァ ネヴェ
ナ イヴァノヴァさん、濱田総長、アディヤスレン アマラジャル
ガルさん

一般

地球観測データ統融合連携研究機構 (EDITORIA)

第４回全球地球観測システム・アジ
ア太平洋 (GEOSS-AP) シンポジウ
ムを開催

　３月 10 日（水）から 12 日（金）の会期で、インドネ
シア、バリ島サヌール市において、第４回 GEOSS アジ
ア太平洋シンポジウムが開催された。地球観測に関する
政府間会合（GEO）が主催し、インドネシア国立航空
研究所（LAPAN）、および我が国の文部科学省（MEXT）
の両政府のサポートを得て、日本、インドネシア、オー
ストラリアをはじめとするアジア太平洋地域を中心とし
た 26 カ国におよぶ GEO 参加加盟国とその他から、総
勢 220 名が参加した。

 

（会議場のスクリーン：LAPAN提供）
　
　第四回目となるシンポジムでは、テーマを「気候変動
と生物多様性における社会利益分野を支える地球観測シ
ステムを目指して」と題し、開会のご挨拶を GEO事務
局長のジョセ・アシャシェ氏、在デンパサール日本領
事館総領事の鈴木栄一氏から頂戴し、インドネシア側か
らは歓迎の意を表してバリ島の伝統舞踊が披露された後
に、スハルナ・スラプラナタ研究技術担当大臣からご挨
拶をいただいた。

 

GEOSS-AP シンポジウム会場風景

　続いて基調講演としてインドネシア国家気候変動問題
委員会会長の Rachmat Witoelar 氏に、「気候変動に関
するインドネシア国の課題を支援する地理空間情報の役
割」というタイトルでお話いただき、次に、アジア開
発銀行のインフラと水についての上席特別アドバイザー
であるArjun Thapan 氏から「アジア地域での環境に
対する取り組み」と題してご講演いただいた。続いて、
GEOSS のハイライトを紹介するセッションでは、「地球
観測に関する構造とデータ委員会」の共同議長を務めて
おられる柴崎亮介教授（本学空間情報科学研究センター
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長）から、GEOSS の構造とデータ管理について、進捗
状況をご説明いただいた。
　第２日目は、議論の論点をより明確にするため、四つ
のテーマ別のワーキンググループに分かれ、分科会を実
施した。四つのテーマは、以下のとおりである。
①アジア太平洋地域の気候変動とその監視能力
②水文気象関連災害と水資源管理
③森林炭素トラッキング
④アジア太平洋生物多様性観測ネットワーク（AP-BON）
　グループ②については、当機構の機構長、小池俊雄教
授が共同議長を務めており、アジア太平洋地域 16 ヵ国
の参加国間で水に関連する地域特有の問題点を共有し、
地球観測システム（GEOSS）を先導するような科学研
究イニシアティブを継続していくことが確認され、その
うち 15 ヵ国の代表者から各国の気候変動問題への適応
策について、その計画および取り組み体制などが報告さ
れた。

柴崎亮介教授 小池俊雄教授

　また、国立シンガポール大学、LEE KUAN YEW 公
共政策大学院「水」研究所から、公共政策分野の研究者
をお招きして、「地球観測に基づく科学的、技術的知見
をどのように政策に反映していくのか？」という方向性
について議論するパネルディスカッションを行った。最
後に今年 11 月に予定されている GEO 加盟国の閣僚級
会合に対して、「アジア水循環イニシアティブ（AWCI）
活動が、最も有効な、地域レベルの気候変動適応策のひ
とつに挙げられており、今後も各国及びアジア太平洋地
域で効果的な水資源管理システムの構築を目指してアジ
ア太平洋地域での国際ネットワークを強化し、その活動
を支持すること」との内容の提言を取りまとめ、盛況の
うちに閉会した。

 

水のワーキンググループ

　尚、シンポジウムの詳細は以下のURL をご参照くだ
さい。
http://www.lapanrs.com/geoss_ap_4th/index.html
　記事内容についてのお問い合わせは、地球観測データ
統融合連携研究機構（EDITORIA）事務局までお願い
いたします。
http://www.editoria.u-tokyo.ac.jp/

一般

産学連携本部

東京大学産学連携協議会 平成 21 年
度年次総会、開催される

　３月 10 日（水）15 時より、東京大学産学連携協議会 
平成 21 年度年次総会が、経団連会館２階国際会議場で
開催され、会員約 250 名が参加した。
　濱田純一総長の挨拶に続き、協議会の産業界アドバイ
ザーである古川一夫㈱日立製作所特別顧問より、来賓挨
拶があった。
　影山和郎本部長からの産学連携本部活動報告の後、産
業界アドバイザーである佃和夫 三菱重工業㈱取締役会
長による「低炭素社会の実現に向けた産学官連携」と題
する講演が、同社青木素直取締役副社長により代読され
た。1990 年以降、日本の国力が急速に低下したことを
直視し、我が国の大学と企業は国力回復のため、明確な
役割分担と協力が必要であると述べられた。また大学の
研究・教育に対する企業の協力の具体例として、寄付講
座設置による産学連携研究の強化、インターンシップに
よる実学教育の強化、大学への留学生受け入れ支援、産
学協同での人材育成をあげられた。東京大学への期待と
して「国際的に活躍できる質の高い人材の育成」「原理・
原則にそった情報提供」「技術課題・問題への第三者的
な筋の通った見解の発信」「国の技術政策への提言」を
要望された。
　その後、特別講演として、大島まり教授（大学院情報
学環、生産技術研究所）より「拡がるエンジニアとエン
ジニアリングのすそ野」と題して講演が行われた。講演
では、医工連携を視野においた研究展開として、計算バ
イオメカニクスと可視化計測や患者個別に対応できるモ
デリングとシミュレーションの例をあげられた。また、
科学技術教育として、中学生や高校生に対して、出張授
業を行ったり、メディアとの交流会を開催したりするな
ど、青少年の科学技術に対する理解増進につなげる取り
組みや、女性研究者を増やす取り組みとして、男女共同
参画室での東大プラン『キャリア確立 10 年の支援』も
紹介された。
　総会の終了後、引き続き 17 時から経団連ホールで開
催された懇談会には、約 150 名が出席し、産官学の参加
者による活発な交流が行われた。

濱田総長の挨拶を聞く参加者
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懇談会で挨拶をされる西山徹氏（味の素㈱技術特別顧問）

一般

産学連携本部

平成 21 年度第２回東京大学産学
連携協議会 アドバイザリーボード
ミーティング開催される

　３月 10 日（水）13 時より、平成 21 年度第２回東京
大学産学連携協議会アドバイザリーボードミーティング
（以下ABM）が、経団連会館４階ダイアモンドルーム
で開催された。
　ABMは、本学と産業界が産学連携に関する意見交換
を行う場で、21 年度は９月に続き、２回目（通算 11 回目）
の開催になる。産業界からは、榊原定征氏（東レ㈱代表
取締役社長）、氏家純一氏（野村ホールディングス㈱取
締役会長）、西山徹氏（味の素㈱技術特別顧問）、古川一
夫氏（㈱日立製作所特別顧問）、東京大学からは、濱田
純一総長、佐藤愼一理事（副学長）、松本洋一郎理事（副
学長）、前田正史理事（副学長）、小島憲道理事（副学長）、
江川雅子理事、影山和郎産学連携本部長が出席した。
　濱田総長が挨拶に引き続き、「東京大学の行動シナリ
オ FOREST2015」（学内広報「行動シナリオ特集版」を
参照）の骨子を説明した。『行動シナリオ』は、総長の
2015 年３月に至る任期中に東京大学が目指す姿に関す
る基本的な考え方と主要な課題を示した「行動ビジョン」
と、全学横断的な９つのテーマに対し、数値目標の例示
を含む達成目標、主要な取り組み事例を示した「重点テー
マ別行動シナリオ」、更に東京大学を構成する多様な部
局組織それぞれの将来構想の概略を示す「部局別行動シ
ナリオ」から構成される。濱田総長は、「行動ビジョン」
の『知の共創－連環する大学の知と社会の知』で、産学
連携を大学と社会とが協力して課題を発見・共有し、新
しい知とイノベーションを生み出す構造と位置付け、更
に「重点テーマ別行動シナリオ」で産学連携の段階が「知
の還元」から「知の共創」へと質的に変化するという方
向性を示した。
　影山和郎本部長より産学連携本部活動報告の後、「政
策ビジョン研究センター－ミッションとゴール」につい
て森田朗センター長より、また「インターネット技術を

用いたオープン環境・省エネ技術～グリーン東大工学部
プロジェクト～」について情報理工学系研究科の江崎浩
教授より発表があった。
　産業界アドバイザーから、行動シナリオに関しては「極
めてクリアに現状を捉えており非常に良い。特に知の共
創に関しては同感で、また東京大学は国際的な存在価値
を常に意識して、世界に通用するような競争力の高い学
生に集まって貰いたい。日本人にこだわらず、留学生を
増やすことも視野に入れ、行動シナリオで書かれている
ようなタフな学生を育成して産業界に輩出してほしい」
という意見や要望があった。
　政策ビジョン研究センターの活動に関しては「政策ビ
ジョンであるから、実際の政策に如何に反映させるかが
ポイントとなり、従来とは異なる仕組みや仕掛けも考え
て欲しい」という要望があり、またグリーン東大工学部
プロジェクトに関しては「コンソーシアムを構成し、ゼ
ネコン、システムインテグレータ、NPO 法人など、業
種や業態を超えて横断的なユビキタスディジタル情報イ
ンフラの構築をしたことは素晴らしい」という意見など
が述べられた。
　毎回、ABMは本学と産業界との貴重な意見交換の場
であり、今回も各議題に関して活発な議論が展開された。

『行動シナリオ』を説明する濱田総長

意見を述べる産業界アドバイザーの方々
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一般

海洋アライアンス

第３回海洋アライアンス・日本財団
共同シンポジウム開催

　３月 12 日（金）、海洋アライアンスと日本財団は共同
シンポジウム「食卓に迫る危機―次世代に海を引き継ぐ
ために―」を開催した。当シンポジウムは 2009 年６月
から全３回シリーズで行われ、今回はその最終回となる。
第１回、第２回では、海の現状を知り、30 年後の食卓
を予測するために様々な観点から討論を行ったが、今回
はその集大成として、水産資源を持続的に利用するため
の方策を議論した。

 

興味深い内容に耳を傾ける参加者

　始めに松本金蔵氏（イオンリテール株式会社水産グ
ループマネージャー）、八木健一郎氏（三陸とれたて市
場取締役）、和田一彦氏（株式会社亀和商店代表取締役
社長）により、現場における様々な取り組みの紹介があっ
た。
　松本氏は水産物店頭販売に関する新しい取り組みにつ
いて発表した。イオンでは 2008 年秋から島根漁連など
と連携し、定置網に入った魚を全量買い受け、都市部の
店舗で販売している。松本氏は「今まで取引されなかっ
た魚まで無駄なく消費されるようになり、限りある資源
の有効利用に貢献している」と述べた。
　続く八木氏は産地と消費者をつなげる取り組みを紹介
した。三陸とれたて市場はインターネットを利用した水
産物の通信販売を行っており、ライブカメラを活用して
水産物が漁獲される様子などを消費者に提供している。
八木氏は「産地と消費者をつなげることで、消費者が水
産資源の持続的な利用に、今まで以上に関心を示すよう
になるだろう」と期待を表した。
　また和田氏は水産エコラベルについての講演を行っ
た。エコラベルとは環境に調和した形で漁獲された魚を
認証する仕組みで、このエコラベルを築地で初めて導入
したのが亀和商店である。和田氏は「エコラベル製品を
購入することで、一般の消費者も海の環境保全の後押し
をできる」と強調した。
　続いて本学から八木信行氏（農学生命科学研究科特任

准教授）と木暮一啓氏（海洋研究所教授）が登壇した。
八木信行氏は「資源の保全には生産・流通・消費のすべ
ての段階において、連携が必要である」と経済学の観点
から論じた。また木暮氏は生物学の立場から、環境容量
が存在するため養殖を無制限に増やすことができない点
に触れ、海洋生態系や生物多様性、養殖の在り方などに
ついて議論した。
　次に全講演者による総合討論が行われた。参加者から
寄せられた質問を中心に、ワシントン条約や食文化、教
育など幅広い内容が論じられ、参加者の関心を集めた。
 

幅広い内容が議論された総合討論

　
　最後に長光正純氏（日本財団常務理事）が登壇し、「日
本財団としては引き続き大きな関心を持って、海洋問題
に取り組んでいきたい」と述べ、閉幕となった。
　当日は約 100 名もの参加者が訪れ、熱心に聴講した。
集まった参加者からは「流通現場の話が聞けて良かった」
「現状を知り興味を持つきっかけとなった」といった意
見や、「これから具体的にどうしていくのか」、「専門的
な立場だけでなく、消費者の結集した力が必要」といっ
た現実的な意見も寄せられた。当シンポジウムは今回で
終了となるが、多くの人にとって、水産資源の現状やそ
の持続的な利用について考えるきっかけとなったのでは
ないか。海洋アライアンスは今後も大学の知を共有する
場を積極的に設け、海のシンクタンクとして問題に取り
組んでいく所存である。

海洋アライアンスホームページ：
http://www.oa.u-tokyo.ac.jp/
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一般

本部国際企画課

サー・アンソニー・ジェームス・レ
ゲット教授に名誉博士称号を授与

　３月 12 日（金）、小柴ホールにおいてイリノイ大学アー
バナ・シャンペン校サー・アンソニー・ジェームス・レ
ゲット教授に対する東京大学名誉博士号授与式及び記念
講演会が開催された。本学の名誉博士号授与は昨年度の
イェール大学レビン学長に続き５人目となる。
　レゲット教授は、液体ヘリウム３の超流動現象を理論
的に解明した功績により、2003 年度のノーベル物理学
賞を受賞している。冷却原子気体のボース・アインシュ
タイン凝縮も含めた超流動の研究分野における世界の第
一人者であり、シュレーディンガーの猫状態など量子力
学の基礎問題の研究でも世界的に著名で、若き日には東
京大学の教壇にも立っている。
　当日は、名誉博士記及び記念品の授与に続き、レゲッ
ト教授により「超流動ヘリウム３の黎明期－ある理論家
の回想」と題した記念講演会が行われた。会場には本学
学生を中心に多くの参加者があり、熱心に聴講した。
　記念講演会終了後には、小柴ホールホワイエにおいて
学生や若手研究者がレゲット教授を囲んでのティータイ
ム・ディスカッションが行われた。学生等から次々に寄
せられる質問に対し、レゲット教授は丁寧に応対され、
盛況のうちに終了した。

 名誉博士記を手にするレゲット教授と濱田総長

記念講演会でのレゲット教授

学生・若手研究者とのティータイム・ディスカッションの様子

一般

地球観測データ統融合連携研究機構（EDITORIA）

第６回全球地球観測・アジア水循環
イニシアティブ国際調整グループ
(GEOSS/AWCI-ICG) 会議を開催

　全球地球観測システム（GEOSS）を先導するアジア
水循環イニシアティブ（AWCI）の科学研究をさらに加
速させるため、「気候変動の適応策」に関する領域的な
国際協力および調整をどのように推進していくべきかを
議論することを目的に、３月 13 日（土）、インドネシア・
バリ島にて、第６回のアジア水循環会議が行われた。

 

集合写真　サヌールプラザ・デンパサール会議室

　
　文部科学省海洋地球課 地球・環境科学技術推進室の
谷広太室長による激励の挨拶で始まり、午前中に、当機
構の機構長 小池俊雄教授によるアジア 18 ヶ国のデモン
ストレーション河川流域における最新の活動状況の報告
に続いて、AWCI の４つのワーキンググループ（洪水、
渇水、水質汚染、気候変動）の最新の活動状況が各グルー
プの議長から報告された。

谷広太室長 小池俊雄教授

　AWCI の新メンバーとして、20 番目の参加国となる
オーストラリア代表（オーストラリア連邦科学産業研究
機構 CSIRO）の Stuart Minchin 氏から、同国における
渇水被害や水資源管理の状況、それらを視覚的に表示す
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るためのインターフェース等の紹介があった。
　午前休憩の後に、国連大学のスリカンサ・ヘラート教
授および、宇宙航空研究開発機構（JAXA）アジア室長
の石田 中氏より、能力開発のための実施計画の策定状
況について報告があった。午後には、参加各国のメンバー
が①渇水のグループ、②雪、氷河と氷河湖決壊洪水、③
台風、サイクロン、誘発洪水の三つのグループに分かれ
て、「気候変動の適応策」について、それぞれ自国の基
本方針、技術的アプローチ、社会経済的なアプローチの
面から、より詳細な議論を展開した。午後の後半には、
今回の目玉である参加型のショートトレーニングコー
スが実施された。特に､ 当機構の特任研究員である玉川
勝徳氏､ 特任助教である生駒栄司氏、絹谷弘子氏による
『地上観測データの品質管理とメタデータ登録』のコー
スでは、「データ統合・解析システム」（DIAS）プロジェ
クトのもとで、工学系研究科小池研究室のデータ投入グ
ループと生産技術研究所喜連川研究室情報技術システム
開発グループが共同で開発してきた「メタデータ登録シ
ステム」について、その開発状況が紹介され、実際に各
国代表者が自身のパソコン上でメタデータを登録する手
法について講習を受けた。 

メタデータ登録講習会

　参加者からインターフェースを説明する講師に対し
次々と質問が飛び出し、終始、真剣かつ和やかな雰囲気
のなかで講習が進められ、AWCI で収集されたデータ
を統合的にまた最大限に利用するためには、データの品
質管理やメタデータ * が非常に重要であることが、再認
識されたことは、たいへん有意義であった。
* 注　メタデータ（metadata: データ本体の基本情報をあらわす
データのこと）

　
　地球上にあるさまざまな地球観測システムの群を抜い
て、アジア各国との協働のもと日本が主導するAWCI
が全球地球観測システム（GEOSS）を大きくリードし
ており、AWCI の今後の発展に国内外から大きな期待
が寄せられているところである。

　会議発表の詳細については、以下のURL をご覧くだ
さい。

http://www.editoria.u-tokyo.ac.jp/awci/6th/
　お問い合わせは、地球観測データ統融合連携研究機構
事務局（EDITORIA）までお願いいたします。
e-mail: editoria@editoria.u-tokyo.ac.jp

　追記：このたびのインドネシア国際会議の運営支援に
ついては、当機構事務局スタッフが外国人研究者の招聘
旅費手続きなどを全面的に引き受け、また特任専門員の
合田昭子氏、本部研究機構支援課の矢島祐樹氏が、当日
現地でのサポートに従事した。

一般

東京大学サステイナブルキャンパスプロジェクト（TSCP）室

東京大学が電気使用合理化最優秀賞
を受賞！

　本学では、サステイナブルキャンパスの実現を目指し
て“ＴＳＣＰ”として、キャンパスの CO2 排出量の総
量削減に向け全学的な取組を始めている。
　この大学自らが CO2 排出総量についての削減目標を
立て、全学一体となって行動していることと、取組の一
環で照明器具の高効率化や附属病院の大型熱源機器の高
効率化を行ったことが、（社）日本電気協会の関東地区
電気使用合理化委員会から、省エネルギーの推進事例と
して高く評価され、３月 15 日（月）、最優秀賞を受賞した。
　受賞当日は、本学を代表して磯部雅彦TSCP 室長（副
学長）が第二本部棟入り口の TSCP 室看板の前で表彰
状を受け取った。

　今後ともサステイナブルキャンパスの実現に向けた取
組を進めて参りますので、皆様のご協力をお願い致しま
す。

表彰状を受け取る磯部雅彦 TSCP室長（副学長）
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表彰状

一般

産学連携本部、高齢社会総合研究機構

ジェロントロジー・コンソーシアム
の 2009 年度活動報告会を開催

　産学連携本部では社会的な将来の課題に対して産学で
議論していく形態としてコンソーシアム事業を開始し
た。その第１弾として、小宮山前総長時代の産学連携協
議会アドバイザリーボードミーティングでの産業界ア
ドバイザーからの意見も踏まえ、超高齢社会にむけた
ジェロントロジー（老年学）の取り組みを行うこととし、
2009 年４月より総長室に設立された高齢社会総合研究
機構が運営を担う形でジェロントロジー・コンソーシ
アムが設立された。様々な業種から 35 社の企業の参加
を得て、2030 年頃の超高齢社会はどのようにすべきか、
というビジョンをまとめ、それに至るロードマップ作成
作業を目標に、当面２年間の活動として開始した。
　毎月４時間以上にわたる会合に 100 名の出席者を得て
実施し、また７月と 11 月には合宿を行い、１年間で 23
件の講義と討議、５つの分科会に分かれてのテーマ別の
議論を行って、１年目のゴールとして理想の未来像をま
とめてきた。
　３月 17 日（水）に 2009 年度の報告会（中間報告）を
工学部２号館 213 講義室で開催した。コンソーシアムの
メンバー企業だけでなく外部へも公開したところ多数の
参加希望があり、当初予定した場所から大きな部屋へ変
更し、約 230 名の参加者を得て盛大に開かれた。
　冒頭、影山和郎産学連携本部長の挨拶がなされ、初め
てのコンソーシアム事業として大きな期待を持っている
ことが語られた。続いて、コンソーシアムの主査であ
る鎌田実高齢社会総合研究機構長から活動概要説明があ
り、コンソーシアム設立の経緯、2030 年をターゲット
とした活動の意義、活動の内容等について説明がなされ
た。引き続き、各分科会の代表らから、ビジョンとして
まとめた基本構想の内容、それに至る議論の流れ等につ
いて紹介がなされた。分科会代表は、新谷洋一氏（㈱日
立製作所）、椎名一博氏（三井不動産㈱）、吉野賢治氏（ヘ

ルスケアパートナーズ㈱）、波多野 哲氏（P&G ジャパ
ン㈱）、筋野隆志氏（㈱リサーチ・アンド・ディベロプ
メント）が務めた。更に、前田展弘高齢社会総合研究機
構客員研究員（ニッセイ基礎研究所）から人々の生活が
どのように変わるかを物語風に記した生活シナリオ作成
の作業について説明がなされ、その一部が紹介された。
　４時間にわたる報告会であったが、会場には大企業役
員の顔も見られ、また数社のマスコミのTVカメラも入
り、コンソーシアム活動への関心の高さが窺えた。今回
の報告会は中間報告であり、また席数も限られていたの
で、主として企業・団体向けとして案内先を限られた範
囲とさせていただいたが、次年度はロードマップ作成の
成果報告会として、広く公開した形で実施するようにし
たいと考えている。
　今回のコンソーシアムメンバー企業以外向け資料は、
高齢社会総合研究機構のホームページに掲載する予定で
ある。

高齢社会総合研究機構
http://www.iog.u-tokyo.ac.jp/

コンソーシアム主査、鎌田機構長による活動報告

報告会の盛況な様子
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　３月 19 日（金）12 時から、山上会館において「東京
大学アサツー ディ・ケイ中国育英基金奨学生大学院修
士課程修了報告会」が開催された。
　この懇談会は、「東京大学アサツー ディ・ケイ中国育
英基金」による奨学生が、平成 22 年３月に修士課程を
修了する予定であることを機に、寄附者である株式会社
アサツー ディ・ケイ（以下ADK）稲垣正夫代表取締役
会長をお招きし、奨学生および本学関係者から修了の報
告とこれまでの支援に対するお礼を述べる機会とし、関
係者と懇談を行うことを目的に開催されたものである。
　会は、修了が間近である学生へのお祝いと、支援をい
ただいたADKに対するお礼を述べる総長の挨拶に始ま
り、次いで、稲垣会長から奨学生に対して、「東大での
経験を生かし、中国のみならず、世界に羽ばたいていた
だきたい」との激励の言葉が贈られた。
　奨学生一人ひとりからの挨拶では、二年間の留学生
活の思い出や、今後の抱負、また、支援をいただいた
ADKに対する感謝の意が述べられた。
　昼食をとりながらの懇談は、稲垣会長をはじめADK
関係者、総長ほか本学関係者と奨学生との間で和やかに
進み、会の終盤では、稲垣会長から奨学生に対して、記
念品の贈呈があった。その後、小島憲道理事（副学長）
から閉会の挨拶があり、報告会は閉会となった。

奨学生へ激励を送る ADK稲垣正夫会長

一同揃っての記念撮影

一般

本部評価・分析課

大学機関別認証評価の結果が確定

　東京大学では、平成 21 年度に独立行政法人大学評価・
学位授与機構が行う大学機関別認証評価を受審し、「大
学評価基準を満たしている」との評価を受けた。
　認証評価とは、学校教育法に基づき、文部科学大臣の
認証を受けた者（認証評価機関）が大学等の教育研究活
動等の総合的な状況について、評価基準に基づき行う評
価で、すべての大学は、７年以内毎に認証評価を受ける
ことが義務付けられている。
　評価結果では、主な優れた点として、教養学部におけ
る幅広いリベラル・アーツ教育、COE プログラム等に
よる先端的研究成果を反映した大学院教育、学生に対す
る幅広い生活支援など 11 点が挙げられた。
　一方、主な改善を要する点として、学士課程の３年次
編入及び大学院課程の一部の研究科における入学定員超
過率が高い又は入学定員充足率が低い点、学士課程にお
いてシラバスの記述が十分でない科目が散見される点が
指摘された。
　評価結果の詳細は、次のウェブサイトから閲覧できる。
■ http://www.u-tokyo.ac.jp/gen01/d05_05_j.html

部部局
ニュース

部局

大学院教育学研究科・教育学部

濱田総長の特別授業が附属中等教育
学校で行われる

　２月 10 日（水）教育学部附属中等教育学校において
濱田純一総長の特別授業「情報に対する権利と責任」が
行われ、100 名以上の生徒、保護者、教職員が参加した。
　参加した生徒は１年生から６年生まで全員が名札を付
けて授業に臨み、濱田先生からの質問に答えるなど活発
なやりとりを交わした。
　情報化の進んだ今日の社会においては、自由に情報が
流れていく反面で著作権や個人のプライバシーに関わる
ことなど「流してはいけない情報」も存在する。このよ
うな情報の背後には「守らねばならぬ価値」がある。濱
田先生は著作権を例に挙げ、これを人格権だとする考え
方と財産権だとする考え方が並立することを指摘しなが
ら「法律はある価値とある価値とのバランスをとるため
にある。」と説かれた。

一般

本部留学生・外国人研究者支援課

東京大学アサツー ディ・ケイ中国育英
基金奨学生大学院修士課程修了報告会
開催される
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　授業最後の質問時間では多くの生徒が手を挙げた。一
人の生徒から「ねつ造や偽装などの誤った情報を回避す
る方法はないか」という疑問が寄せられると、濱田先生
は「色々な知識・経験をもち情報を見極めるカンを磨く
こと（経験の多さ）と、できるだけ多くの情報を集める
こと（情報の多さ）の両方が重要である。」とお答えに
なり、特に後者については「判断に迷った時ほど時間を
かけて情報を集めることが重要で、これは人生において
も大切なことだ。」と付け加えられた。
　最後に濱田先生は「正解のある問いは少ない。」とおっ
しゃった。「正解がない時どう行動するか、あるいはし
ないか。いずれにせよ判断には情報が必要である。『正
解のない問い』に向かい、チャレンジに踏み切るために
は『情報』が必要だ。」先生はこのように授業を締めく
くられた。

総長授業の様子

部局

大学院総合文化研究科・教養学部

教養学部附属教養教育開発機構
国際シンポジウム「教育から学びへ」
開催

　２月 19 日（金）、教養学部附属教養教育開発機構主
催の国際シンポジウム「教育から学びへ―大学教育改革
の国際的潮流―」が駒場Ⅰキャンパス 18 号館ホールで
開催された。同機構は 2005 年の設立以来、世界のトッ
プ大学に学びつつ東京大学教養学部の教育開発を担い、
数々の成果を上げてきた。2010 年 4 月に始動する教養
教育高度化機構へと役目を引き継ぐ教養教育開発機構に
とって、今回のシンポジウムはこれまでの事業の集大成
となるものである。
　米国西海岸の有力大学である南カリフォルニア大学か
ら、学部教育担当副学長としてさまざまな教育改革を手
掛けてきたジーン・ビッカーズ教授を招き、「学生中心
の学びの推進：南カリフォルニア大学の改革と成果」と
題する基調講演をしていただいた。続いて教養教育開発
機構の山本泰教授が「東大駒場の新しいパラダイム」と
して、これまで同機構が取り組んできたさまざまな教育
開発の理念と実践を報告した。
　続くパネルディスカッション「教育から学びへの転換：

その課題と方法」では、トム ガリー准教授（教養教育
開発機構）がモデレーターを務め、ビッカーズ教授、小
島憲道理事（副学長）、江川雅子理事、山影進教養学部長、
グルー・バンクロフト基金常務理事の松本健氏が登壇し
た。教養学部前期課程のカリキュラムに代表されるよう
な講義形式が中心となっている現行の大学の授業に、い
かに学生主体の学びを取り入れるか、そしてその際にど
のような組織的変革が必要かなど、活発な議論が展開さ
れた。研究中心の大学である本学において、教員の評価
に研究業績だけでなく教育における功績をあわせて反映
させる可能性にも言が及んだ。
　フロアには大学関係者やメディア関係者など全国から
170 名を超える聴衆が集まり、熱心に講演と議論に耳を
傾けた。質疑応答では本学の学部生が相次いで挙手して
発言するなど、学生の側の関心の高さもうかがえた。

基調講演を行うビッカーズ教授（左）と教養学部での取組につい
て報告する山本教授（右）

パネルディスカッションでは活発な議論が展開された
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部局

生産技術研究所

文部科学省次世代 IT基盤構築のための研究開発
「イノベーション基盤シミュレーションソフトウェア
の研究開発」第２回統合ワークショップを開催

　平成 20 年度から５年間の予定でスタートした「イノ
ベーション基盤シミュレーションソフトウェアの研究開
発」プロジェクトでは、平成 22 年６月にその成果を実
装したβバージョンのソフトウェアを公開する予定であ
る。それに先立ち、３月２日（火）・10 日（水）の両日
に公開予定のソフトウェアの紹介を目的として「第２回
統合ワークショップ」を生産技術研究所の中セミナー室・
大会議室において開催した。
　３月２日（火）午後は、量子バイオシミュレーション
システムとナノデバイスシミュレーションシステムの２
分野のワークショップを開催し、各分野で開発している
ProteinDF、BioStation、PHASE-SYSTEMのソフトウェ
アの内容紹介に加え、スーパーコンピューティング技術
産業応用協議会のバイオワーキンググループ参加企業か
ら活用実例等が紹介された。特に後者については、実際
のユーザからの体験報告という点で多くの参加者からの
注目を集めた。
　続いて、３月 10 日（水）午後は、次世代ものづくり
シミュレーションシステム分野の流体・構造・材料・
マルチ力学の４チームから公開予定のソフトウェアが
紹介された。対象となったソフトウェアは、流体チー
ムからは FrontFlow/Blue、構造チームからは HEC-
MW と FrontISTR、材料チームからは FrontCOMP、
そしてマルチ力学チームからは REVOCAP_PrePost と
REVOCAP_Refi ner であり、これらに関して最新の機能
と実証計算状況について紹介があった後、質疑応答が行
われた。
　また、総合討論においては産業界ユーザのみならず、
ソフトウェアベンダーも交えた普及のための活発な意見
交換がなされた。
　今回の統合ワークショップの参加者数（延べ 202 名）
は定員を大きく上回り、盛会裏に終了した。ワークショッ
プを通じ、各研究開発チームは、産業の現場で実際に利
活用できる実用的なソフトウェアとしての機能を一層充
実させていくための貴重な意見や助言を得ることができ
た。

ソフトウエアの説明をする加藤千幸 生産技術研究所教授 

３月２日（火）量子バイオ・ナノデバイス分野の様子

総合討論の様子

部局

分子細胞生物学研究所

平成21年度分生研技術発表会を開催

　３月２日（火）、インテリジェント・モデリング・ラ
ボラトリー棟３階分生研小会議室において平成 21 年度
「分子細胞生物学研究所技術発表会」が行なわれた。本
会は、分生研に所属する技術職員の発表を通じて、研究
所内外の情報、意見交換を目的として開催しており、４
名の技術職員が代表として各自の職務、担当する研究課
題、および技術職員研修について発表した。また、特
別講師として、工学系研究科 技術専門職員の栄慎也氏
を招き、大学における内容不明な実験廃棄物の分析と処
理について、工学系安全衛生管理室の活動を通してレク
チャーを受けた。
　当日は 34 名の教職員、学生の皆様に参加頂き、活発
な意見交換がなされた。技術職員の発表内容には、各分
野の最先端とも言えるような学術的なものもあり、互い
に大いに刺激を受けた。また、研修報告では全学で行わ
れている技術向上研修の紹介と、実際に参加した研修の
内容について報告し、研修参加の意義を周囲に理解して
もらう良い機会とすることが出来た。特別講演では、研
究活動と切り離すことの出来ない実験廃棄物の処理法に
ついて改めて学び、内容不明な廃棄物を処理する際の危
険と困難とを実感した。各自の研究室で日頃の適切な分
類、保管を徹底することの重要性を再認識する好機で
あった。
　所内外からの参加者の皆様には、多数の貴重なご質問、
ご意見を頂いた。技術職員一同それらを生かし、更なる
技術力向上に努めたい。
　開催にあたり多大なご協力を頂いた秋山徹所長、加藤
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茂明技術部長、素晴らしい講演をして下さった栄氏と、
全ての参加者の皆様に深い感謝の意を述べると共に、今
回の発表会のご報告とする。

発表会の様子

部局

大学院農学生命科学研究科・農学部

第２回農学生命科学研究科技術職員
研修会開催される

　３月４日（木）13 時から５日（金）12 時まで、弥生
講堂アネックスにおいて、当研究科主催による第２回農
学生命科学研究科技術職員研修会が開催された。
　今回の研修会は、職場環境の改善をテーマに全附属施
設の代表 10 名で構成された実行委員会が中心となって
企画・運営を行った。
　４日の研修内容は、特別講演「ハラスメントの無い職
場に向けて」（ハラスメント相談所 長嶋あけみ相談員　
矢野ゆき専門員）、「これだけは押さえたい！職場のメン
タルヘルスのツボ」（環境安全本部 産業医 古澤真美助
教）と、口頭発表７演題が行われ、５日には「職場環境
の改善」についての共通テーマが６演題、自由テーマ
12 演題のポスター発表が行われたほか、弥生地区の施
設見学を行った。
　参加者は当研究科の技術職員の約半数の 53 名のほか、
教員 12 名、事務職員７名の合計 72 名であった。
　この研修を通して、当研究科技術職員の相互理解が進
み、職場環境の改善に向けて意識をさらに高めるきっか
けになるものと確信している。

　ご協力いただいた生源寺研究科長はじめすべての教職
員に御礼を申し上げます。

研修会参加者

部局

物性研究所

「高分解能チョッパー分光器」完成披
露式典と装置見学会を開催

　３月 26 日（金）に、物性研究所と高エネルギー加速
器研究機構が共同で開発・建設した「高分解能チョッパー
分光器（HRC）」の完成披露式典および装置見学会が開
催された。
　式典は、茨城県那珂郡東海村のいばらき量子ビーム
研究センターにおいて、関係研究者ら約 60 名が参列し、
下村理高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所
長、家泰弘物性研究所長の挨拶、および来賓祝辞の後、
装置の建設状況が説明され、最後にこの装置の開発・建
設に尽力いただいた 13 社の企業関係者に感謝状の贈呈
が行われた。その後、大強度陽子加速器施設（J-PARC）
物質・生命科学実験施設（MLF）においてHRCの見学
会を開催した。
　このHRC は、J-PARC の強力なパルス中性子ビーム
を最大限に活用することで、世界最高の高効率・高分解
能で中性子非弾性散乱実験を行なう装置である。本分光
器は、世界最高のエネルギー分解能、高分解能化された
波数分解能、既存の同種分光器に比べて一桁程度上の計
数効率を有し、また測定エネルギー範囲においてこれま
でに無い広大なエネルギー空間をカバーするという特徴
をもつ。
　中性子非弾性散乱とは、原子炉や加速器を用いて取り
出される中性子ビームを物質に当て、散乱された中性子
のエネルギー・運動量を解析することで、物質内部の原
子・スピン（磁気モーメントの）運動を調べる手段であり、
Ｘ線散乱に比べて軽元素（水素、リチウム等）やスピン
の運動に敏感という大きな特徴がある。HRC の高効率・
高分解能という特徴は中性子非弾性散乱の持つ上記の特
徴とあいまって、生体高分子、電池材料、磁性材料、超
伝導材料等の広い範囲の物質科学研究に大きく役立つと
期待されている。
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高分解能チョッパー分光器（ＨＲＣ）において

部局

大気海洋研究所

開所式を挙行

　４月１日（木）12 時 45 分から、同日に大気海洋研究
所が設立されたことに伴う開所式が、柏キャンパスの新
総合研究棟前で行われた。
　大気海洋研究所は、海に関する基礎的研究を目的とし
て、昭和 37 年に全国共同利用研究所として東京都中野
区に設置された海洋研究所が、去る３月に柏キャンパス
に移転するとともに、気候モデルを通して地球環境変動
の研究を積極的に推進するために、平成３年に設置され
た気候システム研究センターと発展的に統合して設立さ
れたものである。
　新総合研究棟前では、大気海洋研究所教職員が参集す
るなか、西田睦所長から大気海洋研究所設立の挨拶があ
り、引き続いて西田所長、新野宏・木本昌秀両副所長等
によるテープカットが行われた。
　大気海洋研究所の設立により、大気・海洋・生命圏に
おける基礎的過程と相互作用の解明を進め、また、豊か
な生命系を包含する海洋を主軸にした地球表層圏の変動
に関する先端的研究を先導するとともに、次世代の大気
海洋科学を担う研究者ならびに海洋・気候・地球生命圏
について豊かな科学的知識を身に付けた人材を育てるこ
とによる、地球システム・地球環境の本質的理解を希求
する新たな一大研究教育拠点が柏キャンパスに確立され
ることになる。　　
　なお、大気海洋研究所設立記念式典は、７月 21 日（水）
を予定している。

テープカットを行う西田所長（中央）、新野・木本両副所長、道田
豊・植松光夫・中島映至各附属センター長、池田貞雄事務部長
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キャンパス

本部入試課

第２次学力試験（前期日程）の合格
者、同（後期日程）第１段階選抜結
果の発表

キキャンパス
ニュース

　平成22年度本学入学者選抜の第２次学力試験（前期日程）の合格者3,009人の受験番号及び第２次学力試験（後期日程）
の第１段階選抜合格者の大学入試センター試験試験場コード・受験番号が３月 10 日 ( 水 )12 時 30 分頃、本郷構内で掲
示により発表された。
　また、併せて、合格者の科類別成績（最高点・最低点・平均点）も発表された。
　なお、各科類の合格者数等は次のとおりである。

平成２２年度第２次学力試験（前期日程）募集人員・合格者数等

科　　類 募集人員 志願者数 第１段階選抜
合格者数 受験者数 合格者数 合格者科類別成績

最高点 最低点 平均点
文科一類 401 1,265 1,203 1,195 401 435.4222 351.9000 376.6882
文科二類 353 1,142 1,064 1,062 353 419.2778 343.7444 362.2300
文科三類 469 1,529 1,410 1,407 479 438.5111 338.9222 358.3076
理科一類 1,108 3,037 2,778 2,770 1,129 466.0111 306.6667 337.4818
理科二類 532 1,963 1,864 1,844 547 442.7444 307.3778 335.3646
理科三類 100 503 400 391 100 463.8667 364.2889 394.4348
合　　計 2,963 9,439 8,719 8,669 3,009

（注）外国学校卒業学生特別選考を除く。        

平成２２年度第２次学力試験（後期日程）第１段階選抜合格者数等 

科　　類 募集
人員

志願
者数 倍率

第 １ 段 階 選 抜 合格者成績

合格
者数

不 合 格 者 数
最高点 最低点 平均点本学前期日程

合格による者 左記以外の者 計

全科類
（理科三類を除く） 100 3,137 31.4 505 1,643 989 2,632 761 701 716.62

合　　計 100 3,137 31.4 505 1,643 989 2,632 
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キャンパス

本部入試課

第２次学力試験（後期日程）、外国
学校卒業学生特別選考の合格者発表

平成２２年度第２次学力試験（後期日程）募集人員・合格者数等  

科　　類 募集人員 志願者数 第１段階選抜
合格者数 受験者数 合格者数 合格者成績

最高点 最低点 平均点
全科類

（理科三類除く） 100 3,137 505 428 100 185 135 149.62

合　　計 100 3,137 505 428 100
（注）外国学校卒業学生特別選考を除く。        

平成２２年度外国学校卒業学生特別選考志願者数・合格者数等

科　　類 　　　　　区分
種別 志願者数 第１次選考 第２次選考 第２次選考

合格者数 受験者数 合格者数

文科一類 第１種 6 3 3 0
第２種 26 16 13 7

文科二類 第１種 37 11 11 5
第２種 27 12 8 5

文科三類 第１種 15 5 5 1
第２種 19 13 10 3

理科一類 第１種 37 11 11 5
第２種 15 8 7 4

理科二類 第１種 15 5 5 2
第２種 16 10 9 4

理科三類 第１種 5 2 2 2
第２種 6 3 3 0

合　　計 第１種 115 37 37 15
第２種 109 62 50 23

 なお、過去３年間の入学志願者数及び合格者数の推移、高校卒業年別の合格比率、出身校所在地別合格者数及び比率
は次のとおりである。         
         

　　平成 22 年度本学入学者選抜の第２次学力試験（後期日程）の合格者 100 人及び外国学校卒業学生特別選考合格者
第１種（外国人であって日本国の永住許可を得ていない者）の合格者 15 人、第２種（日本人及び第１種以外の外国人）
の合格者 23 人の受験番号が、３月 23 日（火）12 時 30 分頃に、本郷構内で掲示により発表された。また、併せて、合
格者の成績（最高点・最低点・平均点）も発表された。
　なお、それぞれの入試の合格者数等は、次のとおりである。
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入学志願者数及び合格者数の推移
平　成　２　２　年　度 平　成　２　１　年　度 平　成　２　０　年　度

志　　願　　者 合　　格　　者 志　　願　　者 合　　格　　者 志　　願　　者 合　　格　　者

前 期 後 期 計 前 期 後 期 計 前 期 後 期 計 前 期 後 期 計 前 期 後 期 計 前 期 後 期 計

文科一類 1,265 1,265 401 401 1,643 1,643 401 401 1,342 1,342 401 401

文科二類 1,142 1,142 353 353 1,205 1,205 353 353 1,320 1,320 354 354

文科三類 1,529 1,529 479 479 1,501 1,501 479 479 1,692 1,692 479 479

理科一類 3,037 3,037 1,129 1,129 2,893 2,893 1,129 1,129 3,045 3,045 1,129 1,129

理科二類 1,963 1,963 547 547 2,094 2,094 547 547 2,266 2,266 547 547

理科三類 503 503 100 100 541 541 98 98 418 418 90 90

全 科 類 3,137 3,137 100 100 3,166 3,166 100 100 3,485 3,485 100 100

合　　計 9,439 3,137 12,576 3,009 100 3,109 9,877 3,166 13,043 3,007 100 3,107 10,083 3,485 13,568 3,000 100 3,100

（注）外国学校卒業学生特別選考を除く。

高校卒業年別の合格比率
科　類 区　分 平　成　２　２　年　度 平　成　２　１　年　度 平　成　２　０　年　度

前 期 後 期 計 前 期 後 期 計 前 期 後 期 計

文科一類
現　役 64.3 ％ 65.3 ％ 68.3 ％ ％ ％
１　浪 33.4 31.2 28.9 
２　浪 1.5 3.0 2.0 

３浪以上等 0.8 0.5 0.8 

文科二類
現　役 58.9 61.5 62.7 
１　浪 39.7 36.8 34.5 
２　浪 1.1 1.7 2.3 

３浪以上等 0.3 0.0 0.5 

文科三類
現　役 58.7 63.0 58.9 
１　浪 36.7 33.4 37.4 
２　浪 3.5 1.5 3.1 

３浪以上等 1.1 2.1 0.6 

理科一類
現　役 71.6 69.8 70.6 
１　浪 25.7 27.5 27.2 
２　浪 1.8 1.4 1.5 

３浪以上等 0.9 1.3 0.7 

理科二類
現　役 58.7 59.8 55.8 
１　浪 34.7 36.4 37.5 
２　浪 4.2 2.7 4.2 

３浪以上等 2.4 1.1 2.5 

理科三類
現　役 72.0 66.3 61.1 
１　浪 16.0 23.5 25.6 
２　浪 5.0 3.1 6.7 

３浪以上等 7.0 7.1 6.6 

全 科 類
現　役 70.0 70.0 75.0 
１　浪 22.0 28.0 18.0 
２　浪 3.0 1.0 2.0 

３浪以上等 5.0 1.0 5.0 

合　　計
現　役 64.7 70.0 64.9 65.2 70.0 65.4 64.5 75.0 64.8 
１　浪 31.4 22.0 31.1 31.5 28.0 31.4 31.7 18.0 31.3 
２　浪 2.5 3.0 2.5 2.0 1.0 1.9 2.6 2.0 2.5 

３浪以上等 1.4 5.0 1.5 1.3 1.0 1.3 1.2 5.0 1.4 

（注）外国学校卒業学生特別選考を除く。

出身校所在地別合格者数及び比率  
平　成　２　２　年　度 平　成　２　１　年　度 平　成　２　０　年　度

前 期 後 期 計 前 期 後 期 計 前 期 後 期 計
合格者数 比率 合格者数 比率 合格者数 比率 合格者数 比率 合格者数 比率 合格者数 比率 合格者数 比率 合格者数 比率 合格者数 比率

東　　　京 人
971 

％
32.3

人
39 

％
39.0

人
1,010 

％
32.5 

人
862 

％
28.7

人
40 

％
40.0

人
902 

％
29.0 

人
889 

％
29.6

人
34 

％
34.0

人
923 

％
29.8 

北　海　道 52 1.7 1 1.0 53 1.7 63 2.1 2 2.0 65 2.1 58 1.9 4 4.0 62 2.0 
東　　　北 94 3.1 5 5.0 99 3.2 91 3.0 5 5.0 96 3.1 91 3.0 3 3.0 94 3.0 
関　　　東
東京を除く 561 18.6 7 7.0 568 18.3 545 18.1 22 22.0 567 18.2 554 18.5 13 13.0 567 18.3 
北　　　陸 114 3.8 5 5.0 119 3.8 114 3.8 114 3.7 132 4.4 5 5.0 137 4.4 
中　　　部 331 11.0 12 12.0 343 11.0 320 10.6 7 7.0 327 10.5 317 10.6 9 9.0 326 10.5 
近　　　畿 400 13.3 18 18.0 418 13.4 442 14.7 9 9.0 451 14.5 441 14.7 21 21.0 462 14.9 
中　　　国 168 5.6 3 3.0 171 5.5 156 5.2 4 4.0 160 5.1 150 5.0 5 5.0 155 5.0 
四　　　国 73 2.4 3 3.0 76 2.4 106 3.5 1 1.0 107 3.4 95 3.2 95 3.1 
九　　　州
沖縄を含む 237 7.9 7 7.0 244 7.9 296 9.9 10 10.0 306 9.9 265 8.8 6 6.0 271 8.7 
検　　　定
そ　の　他 8 0.3 8 0.3 12 0.4 12 0.4 8 0.3 8 0.3 
合　　　計 3,009 100.0 100 100.0 3,109 100.0 3,007 100.0 100 100.0 3,107 100.0 3,000 100.0 100 100.0 3,100 100.0
（注）外国学校卒業学生特別選考を除く。
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※ この連載では、政策ビジョン研究センターが現在最も重要視しているトピックスを中心に、そのときどきのホットニュースを、当センターの取り組みの様子、活動状況などと共にご紹介していきます。

デジタル診療情報の未来

パーソナルな記録から
全体の資源へ

　病院に行って治療を受けた際のことを思い
浮かべると、診療情報は自分の健康に関す
る、個人的記録という感じがします。もちろ
んそれはそうなのですが、医療分野の電子
化が進むにつれ、診療情報はパーソナルな
記録としての資源の域を超え、公共の利益
にかかわる全体の資源として、注目を集める
ようになりました。なぜでしょうか。

　１つは、IT 化によって大量の情報が扱える
ようになり、膨大なデジタル診療情報（クリ
ニカルデータ）から、様々な有益な情報資
源が生み出されることに対する、期待値が
高まったためです。
　平成13年12月26日に保健医療分野の情
報化にむけてのグランドデザインが策定され
てから、医療機関における情報化は進み、
多くの診療情報が電子保存されました。そこ
で、すでに蓄積されているクリニカルデータ
を活用することで、医療の質の向上、医療

ような不測の事態が生じた場合の責任、そし
て事後的な是正措置などについて、事前に
明らかにしておく必要があります。
諸外国における利活用の試み
　3 月 5 日に、当センター主催で開催したク
リニカルデータ国際シンポジウムでは、米国
再生・再投資法による医療 IT 化戦略、英国
の NHS による利活用プロジェクトに基づく応
用研究、そして欧州における第三者機関との
契約による匿名化の方法など、諸外国の事
例が紹介されました。順次説明すると、米
国では、第１に患者さん本人の利益のために
医療 IT 化戦略が進められています。医師患
者関係の向上、医療安全、医療の効率化の
効果が期待される、というのがその理由で
す。英国では、NHS のシステムによってプラ
イマリー・ケアーの段階からほぼ全人口をカ
バーする質の高いデータの集積、医療機関で
の利活用が試みられています。欧州では、
いくつかの古い EC 指令の影響があって、電
子化された医療情報の保護と利活用につい
ては問題が山積しており、まるで「ジャングル」
のようだと表現されていました。しかしなが
ら、欧州でも、契約に基づいて第三者にデー
タを匿名化と管理を委託して、医療機関に
よるデータの個人再特定化を適切に制限する
ことにより、複数の医療機関の間でデータ
の利活用が進められています。

高齢社会研究会 中間提言

「シルバーニューディール」で
アクティブ・エイジング社会

　当センターと有志企業 11 社（産業競争力懇
談会）は、来るべき超高齢社会に向けたイノベー
ションと内需振興について政策提案を検討する
研究会を昨年 8 月に発足させ、約半年の成果と
して中間提言をとりまとめました。これは政策
形成について、産学が協働する新たなアプロー
チの試みでもあります。
　研究会発足の背景には、高齢化に伴う課題と
して常に医療・介護及び年金に焦点が当たる一
方、多くの健常な高齢者が安心して明るく生き
ていく「アクティブ・エイジング」に関する課
題については見逃されてきているという認識が
あります。特に団塊世代が高齢者に仲間入りす

る時代が近づき、農村部に加えて都市部におい
て大規模な高齢者集団が出現することを考慮す
ると、高齢者を標準にした社会への転換、すな
わちソーシャルイノベーションが期待され、街づ
くりなどのハードとソフトの環境整備と相まっ
て、新たな製品・サービスを投入する余地が広
がると考えられます。
　当研究会では、「都市･住宅」、「健康･医療情報」
の二つの分野を中心として検討を進めました。
本提言は、超高齢化社会全体を俯瞰したビジョ
ンに基づき、高齢者を標準とした社会における
製品・サービス及びその供給のための基盤とな
るハード・ソフトの社会インフラについて提言
するとともに、そのためには統合的・一体的な
法的枠組みの早急な整備が同時に進められるべ
きであると提言するものです。

の効率化、エビデンスに基づいた研究開発、
そして医療政策決定への応用などが期待さ
れるようになった、というわけです。
　少子高齢化とともに医療にかける財源不
足が周知となっている今日、医療に対する需
要は年々増加傾向にあります。一方で、医
療技術の進歩はめざましく、とりわけ、医療
の IT化は今最も注目すべき最先端分野です。
信頼構築のために
　クリニカルデータの利活用を進めるために
は、まず大量の情報を構造化、可視化し、
有用な知識を抽出する情報技術や、情報を
安全に管理するための技術、および、その
ような技術を駆使して行う応用研究が必要で
す。そしてさらに、技術や研究者とあいまっ
て国民の信頼を生み出し、データを十分に
保護するルールの整備が課題になります。
　データの利活用にはプライヴァシーという
個人の利益と、国民の健康の増進などの公
益との間に、対立が生ずる場合があります。
信頼構築のためには、個人情報の保護と利
活用のバランスのとり方、データが漏洩する

（写真左から）
Azeem Majeed 教授 (Imperial College London, UK)
John D. Halamka 教授 (Harvard Medical School)
Nikolaus Forgo 教授 (the University of Hanover)

One entry, Multi purpose

All Together

Virtual Integration

Future System with IT

　クリニカルデータ国際シンポジウム パネルディスカッションの様子（3/5 開催）

クリニカルデータ国際シンポジウム
未来へ向けたデジタル診療情報の利活用を考える
● 日時：3月5日（金）　10:00 ～18:30
● 場所：鉄門記念講堂
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お知らせ
お知らせ
大学院農学生命科学研究科・農学部

演習林の広報誌「科学の森ニュースNo.49」
の発行

　「科学の森ニュース」は３ヶ月に１回発行している演
習林の広報誌で、３月10日（水）にNo.49を発行しました。
演習林の最近の話題を始め、動植物を紹介するシリーズ
やコラムも載っています。広報センター、農学部正門、
農学系事務部、弥生講堂等で配布している他、演習林の
ホームページからもご覧になれます。

【　科学の森ニュース No.49　目次　】
〈トピックス〉
東大職員特別ガイド「冬の散歩みち」
 富士演習林
森のエネルギーを使いこなす
 秩父演習林・富士演習林
森林博物資料館公開 

千葉演習林

シンポジウム「―犬山の森林の未来に向けて―」開催さ
れる 

愛知演習林
〈クローズアップ〉
天津小学校の取り組み～緑の教室～ 

千葉演習林
〈演習林のイベントダイジェスト〉
〈科学の森の動植物紹介〉
シオジ 秩父演習林
〈コラム〉
眠れる森の試験地からの再発見！
 演習林研究部　後藤　晋

演習林のホームページ
http://www.uf.a.u-tokyo.ac.jp/

お知らせ
大学院総合文化研究科・教養学部

「教養学部報」第 528（４月７日）号の発行
――教員による、学生のための学内新聞――

　「教養学部報」は、教養学部の正門傍、掲示板前、学
際交流棟ロビー、15 号館ロビー、図書館ロビー、生協
書籍部、駒場保健センターで無料配布しています。バッ
クナンバーもあります。
　第 528 号の内容は以下のとおりとなっていますので、
ぜひご覧ください。

濱田純一：「正解」に囚われない知性を
山影　進：駒場でしてもらいたくないこと、してもらい

たいこと

井上　健：英語教師芥川龍之介の方法と教訓
森山　工：人の広域移動が織りなす都市文明
　　　　　――スワヒリコースト調査覚え書き
池上高志：三葉虫のクオリア
吉川謙一：数学の研究――私の場合
山崎泰規：三度目の転機
五味健作：私の国立大学法人化始末

石垣琢麿・松島公望：
　駒場には「よろず相談所」があります
　～その場所は、学生相談所です～
斎藤文修：進学情報センター
宮内由美子：留学生相談室より
嶋田正和：ようこそ、駒場へ！
　　　　　――初年次活動センターの紹介
古矢　旬：グローバル地域研究機構
　　　　　アメリカ太平洋地域研究センター
山口和紀：情報教育棟
石井洋二郎：教養の杜（もり）へ――駒場図書館案内
三浦　篤：駒場博物館案内
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事  務  部：教育組織・事務部等
斎藤兆史：駒場の飲食店案内〈大幅改訂版〉
田中真理子：駒場保健センター

〈本の棚〉
本村凌二：神野志隆光著『変奏される日本書紀』
山田広昭：田中純著『政治の美学――権力と表象』

〈時に沿って〉
日向太郎：イタリアと古典と私
小宮　剛：地球と生命そして人間

〈辞典案内〉
田尻芳樹：英語
森　芳樹：ドイツ語
坂原　茂：フランス語
安岡治子：ロシア語
西中村浩：ポーランド語
村松真理子：イタリア語
石橋　純：スペイン語
木村秀雄：ポルトガル語
日向太郎：古典語――ギリシア語・ラテン語――
吉川雅之：現代中国語
品田悦一：国語
齋藤希史：漢和辞典
生越直樹：韓国朝鮮語
杉田英明：アラビア語
藤井　毅：ヒンディー語
髙松洋一：トルコ語
中井和夫：ウクライナ語
柴　宜弘：セルビア・クロアチア語
岩月純一：ベトナム語
上村　静：ヘブライ語
永ノ尾信悟：古典語――サンスクリット語――
前田君江：ペルシア語
浅見靖仁：タイ語
王　　嵐：台湾語
木村理子：モンゴル語
吉川雅之：広東語
楊  凱  栄：上海語
高橋英海：シリア語――シリア・アラム語――

ピアノ委員会：選抜学生コンサート
友  の  会：第６回室内楽演奏会
進学情報センター：シンポジウム

お知らせ
アイソトープ総合センター

平成 22 年度新規放射線取扱者全学一括講習
会開催と放射線取扱者再教育用資料の配付

　本学においてアイソトープや放射線発生装置（X線発
生装置「百万電子ボルト未満」等を含む）、電子顕微鏡（加
速電圧 100kV 以上）等を使用する人（放射線取扱者）は、
全員、所属部局で登録し、放射線安全取扱・法令等の
教育・訓練を受講し、特別健康診断を受診することが必
要です。とくに、新たに放射線取扱者になろうとする人
は、予め所属部局に登録申請し、全学一括で開催される
新規放射線取扱者講習会を受講することが義務づけられ
ています。全学一括の新規放射線取扱者講習会には、研
究等に放射線を利用する人を対象とする「RIX コース」・
｢X線コース｣ と、放射線診療従事者を対象とする ｢診
療放射線コース｣・｢核医学コース｣ があります。放射線
取扱の内容により受講が必要なコースが異なります。平
成 22 年度の全学一括新規放射線取扱者講習会の開催予
定は以下のとおりです。なお、各コースは、５月28日（金）
に実施される講義以外はアイソトープ総合センターの教
育訓練棟で実施します。

平成 22 年度新規放射線取扱者講習会開催日程

RIX コース開催日
1.　基礎コース

開催回 区分 講義日 実習日
募集
人数

第 15 回 B 4/9（金）* 4/12（月） 60 名
B-1 5/15（土）** 5/19（水） 30 名

第 17 回
B-2 5/15（土）** 5/20（木） 30 名
B-3 5/18（火） 5/19（水） 30 名
B-4 5/18（火） 5/20（木） 30 名
B-1 5/28（金）*** 6/3（木） 30 名

第 18 回
B-2 5/28（金）*** 6/4（金） 30 名
B-3 5/31（月） 6/3（木） 30 名
B-4 5/31（月） 6/4（金） 30 名

第 19 回 B 6/29（火） 7/1（木） 60 名
第 20 回 B 7/21（水） 7/22（木） 60 名
第 21 回 B 9/21（火） 9/22（水） 60 名
第 22 回 B 10/18（月） 10/19（火） 60 名
第 23 回 B 12/6（月） 12/7（火） 60 名
第 24 回 B 1/17（月） 1/18（火） 60 名
第 25 回 B 2/15（火） 2/16（水） 60 名
第 26 回 B 3/17（木） 3/18（金） 60 名
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2.　ライフサイエンスコース

開催回 区分 講義日 実習日
募集
人数

第 16 回 S 5/7（金）*
5/13（木）・
14（金）

40 名

第 19 回 S 6/29（火） 6/30（水） 40 名

　ライフサイエンスコースでは、「P-32 で標識したATP
の加水分解物をTLC で展開し、イメージングプレート
で放射線シグナルを検出する実習」を行います。生物科
学の基礎知識のある方を募集します。

3.　加速器・SORコース

開催回 区分 講義日 実習日
募集
人数

第 16 回 A 5/7（金）* 5/11（火） 40 人

加速器・SOR コースでは、加速器施設（タンデム・放
射光等）に関する講義と実習を行います。

4.　英語基礎コース

開催回 区分 講義日 実習日
募集
人数

第 11 回
B-3 5/18（火） 5/19（水） 10 名
B-4 5/18（火） 5/20（木） 10 名

第 12 回 B 6/29（火） 7/1（木） 10 名
第 13 回 B 7/21（水） 7/22（木） 10 名
第 14 回 B 9/21（火） 9/22（水） 10 名
第 15 回 B 10/18（月） 10/19（火） 10 名
第 16 回 B 12/6（月） 12/7（火） 10 名
第 17 回 B 1/17（月） 1/18（火） 10 名
第 18 回 B 2/15（火） 2/16（水） 10 名
第 19 回 B 3/17（木） 3/18（金） 10 名

5.　英語ライフサイエンスコース

開催回 区分 講義日 実習日
募集
人数

第 12 回 S 6/29（火） 6/30（水） 10 名

X線コース
1.　日本語コース

開催回 区分 講義
募集
人数

第 131 回 X 4/9（金）* 60 名
第 132 回 X 4/30（金） 120 名
第 133 回 X 5/15（土）** 60 名
第 134 回 X 5/27（木） 120 名
第 135 回 X 5/28（金）*** 60 名
第 136 回 X 6/29（火） 60 名

第 137 回 X 7/21（水） 60 名
第 138 回 X 9/21（火） 60 名
第 139 回 X 10/18（月） 60 名
第 140 回 X 12/6（月） 60 名
第 141 回 X 1/17（月） 60 名
第 142 回 X 2/15（火） 60 名
第 143 回 X 3/17（木） 60 名

2.　英語コース

開催回 区分 講義日
募集
人数

第 29 回 X 4/30（金） 20 名
第 30 回 X 5/27（木） 20 名
第 31 回 X 6/29（火） 10 名
第 32 回 X 7/21（水） 10 名
第 33 回 X 9/21（火） 10 名
第 34 回 X 10/18（月） 10 名
第 35 回 X 12/6（月） 10 名
第 36 回 X 1/17（月） 10 名
第 37 回 X 2/15（火） 10 名
第 38 回 X 3/17（木） 10 名

* 4/9、5/7 は、講義日に放射線取扱者取扱前健康診断
を受診できます。
** 5/15 は土曜日に講義を行います。
***5/28 は柏で講義を行います。

　RIX コースに参加するには、まず部局での放射線取扱
者登録申請・講習会申込書の提出が必要です。アイソトー
プ総合センターで直接申込みを受け付けることはできま
せん。放射線取扱者登録申請手続きの手順及び放射線取
扱者講習会の開催日程と募集については、アイソトープ
総合センターのホームページ（http://www.ric.u-tokyo.
ac.jp/）でも案内しています。また、RIX コースの実習
に参加する前に放射線取扱者取扱前健康診断の受診が必
要です。保健・健康推進本部（保健センター）のホーム
ページ（http://www.hc.u-tokyo.ac.jp/）で、健康診断の
日程が確認できます。４月に開催される RIX コースの
受講希望者は、できるだけ早く所属部局の事務室または
放射線管理室へお申し込みください。（締め切り日は部
局により異なりますので確認してください。）　
　なお、X線コースについては、事前の申し込みは不用
ですので、当日、申込書を持って会場にお出でください。
但し、先着順で受付けを行い、募集人員を超えた場合、
及び、定員に満たない場合でも、講義開始時刻に遅れた
方は参加頂けませんので注意してください。
　一方、以前より放射線取扱者である人は、毎年、それ
ぞれの部局で再教育を受けることが法令により定められ
ています。実施内容や方法については、それぞれ所属の
研究室や部局の担当者に確認してください。
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　アイソトープ総合センターでは、東京大学における放
射線取扱者（約 6,000 名）の再教育における参考資料と
して、毎年、年度始めに８～ 12 ページの小冊子「放射
線取扱者再教育用資料」を登録されている取扱者全員に
配布しております。平成 22 年度に配付する「再教育用
資料 No.28（2010）」の内容は、「J-PARC について」、「放
射線事故と緊急時連絡体制」、「エックス線装置を安全に
取り扱うために」です。資料が配付されましたら目を通
して頂き、今後の研究および放射線管理の参考にしてく
ださい。

お知らせ
本部広報課

広報センターの臨時休館のお知らせ

　いつもご利用いただきありがとうございます。
　誠に勝手ながら、ゴールデンウィーク期間中は、下記
のとおりお休みさせていただきます。ご迷惑をおかけい
たしますが、何卒ご了承のほどお願いいたします。

　平成 22 年４月 29 日（木）～５月９日（日）

お知らせ
情報基盤センター

論文探しの困ったを解決！
“情報探索ガイダンス”各種コース実施のお
知らせ

　レポート・論文の作成や、ゼミ発表の準備の際、文献
探しで困ったことはありませんか？
　情報基盤センター図書館電子化部門では、“情報探索
ガイダンス”各種コースを実施しています。
　実際にパソコンを操作しながら実習するので、わかり
やすいと大変好評です。
　本学にご所属であれば、学生・教職員を問わず、どな
たでも参加できます。ぜひご参加ください。

■　５/７（金）13:30-14:30　文献検索早わかり
■　５/26（水）15:00-16:00　文献検索早わかり
　図書、電子ジャーナル、日本語論文（CiNii）、英語論
文（Web of Science）、新聞記事など、各種文献の探し
方を、まとめてコンパクトに解説します。

■　５/10（月）12:10-12:30　自宅から検索するには？
■　５/21（金）12:10-12:30　自宅から検索するには？
（20 分のワンポイント講習会）
　自宅からデータベースや電子ジャーナルを使う方法だ
け、知りたい。そんな方にお奨めなのが、このコース。
ECCS アカウント認証による SSL-VPN Gateway サービ
スを紹介します。

■　５/13（木）12:10-12:40　電子ジャーナルで論文入
手
■　５/28（金）12:10-12:40　電子ジャーナルで論文入
手
（30 分のクイック講習会）
　電子ジャーナルで目的の雑誌論文を入手する方法をコ
ンパクトに解説します。

■　５/14（金）15:00-16:00　文献リストをサクっと作
成～ RefWorks を使うには～
　Web 上で使える文献管理ツール「RefWorks」の基本
的な使い方を説明します。データベースからのデータの
取り込み方、参考文献リストの自動作成方法などを実習
します。

■　５/20（木）12:10-12:40　日本の論文を探すには？
（30 分のクイック講習会）
　日本国内の雑誌論文の代表的なデータベース「CiNii」
（サイニイ）の使い方をコンパクトに解説します。

■　５/25（火）16:00-17:20
Web で文献の「検索」から「整理」まで
～ PubMed （30 分） + RefWorks（50 分）～
　医学系文献データベース「PubMed」の基本的な検索
方法から検索結果の「RefWorks」への取り込み、文献
リストの自動生成などを実習します。
　どちらか一方のみの参加もＯＫです。

●会　場：
　本郷キャンパス　総合図書館１階　講習会コーナー

●参加費：無料

●予約不要
　各回先着 12 名。直接ご来場ください。

●授業に！ゼミに！ご希望の内容で出張講習します。
　ご希望の内容、日時、会場などに応じたオーダーメイ
ドの講習会を承っています。（無料）
　授業の 1コマや、ゼミなどにご活用ください。
　ご希望の内容、日時、会場、人数、連絡先を、メール
で下記問合せ先までご連絡ください。
　詳細は下記サイトをご参照ください。
（http://www.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/gacos/shuccho.html）

●データベースや講習会の情報をお届けします。
Litetopi メールマガジン発信中。
　当係発行の Litetopi（リテトピ）メールマガジンは、
本学所属の方を対象に、各種データベースのニュースや
講習会のご案内などをお届けします。配信ご希望の方は、
下記アドレスまでメールでご連絡ください。（無料）
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literacy@lib.u-tokyo.ac.jp

●お問い合わせ：
学術情報リテラシー係　03-5841-2649（内線：22649）
literacy@lib.u-tokyo.ac.jp
http://www.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/gacos/training.html

月 火 水 木 金

5/7
13:30-
14:30
早わかり

5/10
12:10-
12:30
自宅から

5/11 5/12
（※）
16:00-
17:00
留学生向
け
（韓国語）

5/13
12:10-
12:40
電子
ジャーナ
ル

5/14
15:00-
16:00
RefWorks

5/17 5/18 5/19 5/20
12:10-
12:40
日本の論
文

5/21
12:10-
12:30
自宅から

5/24 5/25
16:00-
17:20
PubMed
＋
RefWorks

5/26
15:00-
16:00
早わかり

5/27 5/28
12:10-
12:40
電子
ジャーナ
ル

※次の記事「韓国語で実習！“留学生向け情報探索ガイ
ダンス”のお知らせ」を参照

お知らせ
情報基盤センター

韓国語で実習！
“留学生向け情報探索ガイダンス”のお知らせ

　情報基盤センター図書館電子化部門では、韓国人講師
による「留学生向け情報探索ガイダンス」を開催します。
　内容は、レポート・論文作成に役立つ、データベース
を使った図書や雑誌論文の検索実習です。
　入門的な内容ですので、新入学の留学生に限らず、初
心者の方の参加も歓迎します。
　本学にご所属であれば、学生・教職員を問わず、どな
たでも参加できます。ぜひご参加ください。

●講習内容
・図書の探し方
・電子ジャーナルで雑誌論文を入手する方法
・日本語論文の探し方（CiNii）
・英語論文の探し方（Web of Science）
・自宅からデータベースや電子ジャーナルを使う方法

●会　場：
　本郷キャンパス　総合図書館１階　講習会コーナー
　
●日　時：５/12（水）16:00-17:00

詳細は下記のサイトをご覧ください。（韓国語）
http://www.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/gacos/k/training-k.html

●参加費：無料

●予約不要
先着 12 名。直接ご来場ください。

●問い合わせ：
情報基盤センター　学術情報リテラシー係
03-5841-2649（内線：22649）
literacy@lib.u-tokyo.ac.jp
http://www.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/gacos/training.html
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お知らせ
低温センター

高圧ガス保安教育「低温講習会」のお知らせ

　本郷キャンパスで液体窒素・液体ヘリウム利用者を対
象とした講習会を開催いたします。この講習会は高圧ガ
ス保安法で義務付けられている保安教育の一環として行
うものです。各研究室の該当者は必ず出席するようにお
願いいたします。

【対象者】
新たに寒剤（液体窒素・液体ヘリウム）を利用する
学生及び教職員（修士課程一年生など）
【内容】
高圧ガス等管理について／高圧ガス保安法／寒剤の性
質、事故原因と事故防止／容器の取り扱い　他
【申込方法】
低温センターホームページ 
http://www.crc.u-tokyo.ac.jp/ をご参照ください。
【申込〆切】５月 11 日（火）
【開催日】
※第一回または第二回のどちらか１回を受講してくださ
い。
＜第一回＞
日時：５月 18 日（火）　13:30 ～ 16:20
場所：理学部１号館　小柴ホール　（定員 170 名）
＜第二回＞
日時：５月 20 日（木）　13:30 ～ 16:30
場所：武田先端知ビル５階　武田ホール　（定員 300 名）
【問い合わせ先】
低温センター　業務部門　内線 22853
【補足】
　この講習会の参加者は、６月に実施される環境安全本
部主催「化学物質・高圧ガス・UTCRIS 取り扱い講習会」
のうち高圧ガスに関する講習を受講する必要はありませ
ん。

お知らせ
大学院理学系研究科・理学部

第 67 回小石川植物園市民セミナー（公開講
座）のご案内

　小石川植物園後援会と日本植物学会の共催による第
67 回小石川植物園市民セミナー（公開講座）が、下記
の通り開かれます。今回は、昨年度の学士院賞を受賞さ
れた立教大学の黒岩常祥教授（本学名誉教授・小石川植
物園後援会会長）をはじめ、基礎生物学研究所の長谷部
光泰教授、本学理学系研究科附属植物園園長の邑田仁教
授と、いずれも日本の植物科学において先導的立場にあ
る３人の科学者が、それぞれの研究と学問から身近な話
題まで、深くかつわかりやすく語る、合同講演会です。
本学関係者に限らず、どなたでも参加できます。どうぞ
皆様お誘い合わせの上、是非ご参加下さいますよう、ご
案内申し上げます。

日時：５月 30 日（日）13 時 30 分～ 16 時 30 分
会場：理学部２号館４階大講堂

プログラム：
13:30 ～ 14:20
「日本の全ての植物図鑑は間違っていた。植物科学の今
を語る」
長谷部 光泰 氏（基礎生物学研究所教授）
14:30 ～ 15:20
「いろいろにはたらく小石川植物園」
邑田 仁 氏（本学大学院理学系研究科教授・同附属植物
園園長）
15:30 ～ 16:20
「植物や動物の祖先はどのように生まれたか」
黒岩 常祥 氏（立教大学大学院理学研究科教授・本学名
誉教授・小石川植物園後援会会長）

参加費：無料
参加申込：今回は事前の参加申込は不要です
問い合わせ先：
　理学系研究科生物科学専攻
　　寺島 一郎 教授（03-5841-4465）
　理学系研究科附属植物園
　　杉山 宗隆 准教授（03-3814-0368）



久保正幡名誉教授

　本学名誉教授久保正幡先
生は、去る 1 月 20 日逝去
されました。享年 98 歳で
した。
　先生は、1935 年東京帝
国大学法学部法律学科を卒
業され、助手、助教授を
経て、1946 年教授（西洋
法制史講座担任）に就任さ
れました。以来、1972 年定年により退官されるまで、
37 年間の長きにわたり本学において研究教育に従事
され、西洋法制史学の発展に多大の貢献をなさるとと
もに、多くの研究者を養成されました。この間、1965
年より 67 年までの間法学部長を務められたほか、図
書行政商議会委員長を務められるなど、学内行政に尽
力されました。また、本学退官後は、國學院大學法学
部教授として研究教育に従事されました。さらに学外
では、法制史学会の創設に参画し、代表理事を務めら
れるとともに、日本学術会議委員、文部省宗教法人審
議会委員等の要職をも歴任されました。
　先生の最大の学問的功績はなによりも、わが国にお
ける西洋中世法制史学の研究の基礎を据えられたこと
にあります。フランク時代の「部族法典」および 13
世紀の「ザクセンシュピーゲル」という中世法制史の
基本的史料群について、膨大な蓄積を有するヨーロッ

パの研究を批判的に分析し、原史料を丹念に解読する
という最も正統的な方法にもとづいて執筆された重厚
な研究論文や、日本学士院賞を授賞された『サリカ法
典』（1949 年）をはじめとする基本史料の厳密な訳業
は、まさに「古典的」と形容するにふさわしき業績と
して、法制史学はもとより、西洋中世史学の領域にお
いても、後進の研究者たちに歩むべき一つの道を指し
示すものとなりました。さらに特筆さるべきは、学内
学外を問わず、全国の西洋法制史研究者の指導に尽力
されたことであり、戦後における西洋法制史研究の急
速な深化と拡大は、先生の献身的なご努力に負うとこ
ろが大きいと言えます。ここに先生の卓越したご功績
と温かいお人柄を偲びつつ、謹んで哀悼の意を表しま
す。

（大学院法学政治学研究科・法学部）

訃　報

68 No.1398   2010. 4. 23



溝部裕司教授

　本学教授溝部裕司先生は
去る３月 11 日帰宅途中に
倒れ、搬送先の病院でその
まま帰らぬ人となってしま
いました。享年 56 歳、あ
まりにも突然のことでし
た。
　溝部先生は昭和 28 年６
月 30 日山口県山口市郊外
にお生まれになりました。広島大学附属高校から本学
に入学、工学部工業化学科を昭和 51 年にご卒業され
ました。その後、大学院に進まれて干鯛眞信教授に師
事し昭和 56 年に博士課程を修了され、「モリブデンお
よびタングステン窒素錯体の反応性に関する研究」で
工学博士の学位を取得されました。ハーバード大学博
士研究員を経て昭和 59 年に東京大学工学部附属総合
試験所助手に任官後、昭和 61 年に工学部助手に配置
換えとなり、平成３年に同講師、平成６年には同助教
授にご昇任されました。平成８年に生産技術研究所助
教授に配置換え、さらに平成 12 年に同教授にご昇任
されて、今日に至るまで教員として本学の研究ならび
に教育活動に尽力してこられました。
　溝部先生は生産技術研究所の有機金属機能化学分野
をご担当され、金属錯体・多核金属クラスターの合成
とその構造・反応性の解明を精力的に進めてこられま
した。中でも一貫して取り組んでこられたのは、次世
代の窒素固定法の開発でした。きわめて反応性に乏し
い大気中の窒素分子をアンモニアに化学変換して肥料
等に利用できるようにする窒素固定技術は、20 世紀
初頭にハーバーらによって開発され、その後の食糧増
産につながりました。しかしながらこの方法では、もっ
とも高活性な触媒を持ってしても、高温高圧の過酷な
反応条件を必要とします。先生は生物のはたらきを範
にして、よりエネルギー消費の少ない窒素固定プロセ

スを開発しようという、食料・エネルギー問題の観点
から重要な課題に取り組んでこられました。それは、
根粒菌など常温常圧で窒素固定を行っている微生物が
持つ酵素ニトロゲナーゼの機能を人工の金属錯体分子
で実現しようとするものであり、その大きな目標に向
けて、周囲に流されることなく一段一段確実に研究を
進めておられました。そのご研究は、国内はもちろん
のこと国際的にも大きな注目を集めておりました。そ
れが道半ばで閉ざされてしまうことになろうとは、先
生ご本人としても全く予期せぬ事であり、さぞやご無
念だったことと拝察いたします。
　先生は、生産技術研究所内にあっては各種委員会
の委員として所の運営に多大なる貢献をされ、学外に
あっては日本化学会、錯体化学会、触媒学会を初めと
する諸学協会の活動を推進されていました。本学大学
院工学系研究科では「金属錯体化学」の講義を担当さ
れ、本学工学部のほか名古屋大学、九州大学など多く
の大学で、非常勤講師として後進の教育に精力的に励
んでこられました。さらに、本学教養学部１・２年生
を対象とした研究体験プログラムにおいて継続的に学
生を受け入れ、若い才能の育成にも熱心でおられまし
た。
　溝部先生は、研究面では実に厳格で、科学的な曖
昧さを注意深く排除しつつも、温厚かつ誠実なお人柄
で、学生や同僚を引き付け、研究を着実に推進してこ
られました。また、お話は丁寧で誇張がなく、学生の
健康や研究上の安全面に配慮する思いやりもお持ちで
した。
　規則正しい生活をなさり、病気などとはおよそ無縁
に見えた溝部先生が突然心筋梗塞でお亡くなりになる
とはなんともやり切れない思いではありますが、先生
を喪った悲しみを、ご遺族の方々、先生のご親交を得
た方々、ご指導を仰いだ方々とともに分かち合い、ま
たご功績とお人柄を偲びつつ、ここに謹んで溝部先生
のご冥福をお祈り申し上げます。

（生産技術研究所）

訃　報
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人事異動（教員）
連 絡事 務

発令日、部局、職、氏名（五十音）順
発令日 氏名 異動内容 旧　（現）　職等

（退　　職）

22.3.16 孫　文科 辞　職 地震研究所准教授

22.3.31 奥脇　直也 定　年 大学院法学政治学研究科教授

22.3.31 小早川　光郎 定　年 大学院法学政治学研究科教授

22.3.31 宮廻　美明 定　年 大学院法学政治学研究科附属ビジネスロー・比較法政研究センター

教授

22.3.31 渡辺　浩 定　年 大学院法学政治学研究科教授

22.3.31 市川　昌和 定　年 大学院工学系研究科教授

22.3.31 岡　芳明 定　年 大学院工学系研究科教授

22.3.31 西郷　和彦 定　年 大学院工学系研究科教授

22.3.31 長島　利夫 定　年 大学院工学系研究科教授

22.3.31 難波　和彦 定　年 大学院工学系研究科教授

22.3.31 吉田　眞 定　年 大学院工学系研究科教授

22.3.31 逸身　喜一郎 定　年 大学院人文社会系研究科教授

22.3.31 今村　啓爾 定　年 大学院人文社会系研究科教授

22.3.31 上野　善道 定　年 大学院人文社会系研究科教授

22.3.31 蔀　勇造 定　年 大学院人文社会系研究科教授

22.3.31 竹内　整一 定　年 大学院人文社会系研究科教授

22.3.31 藤田　覚 定　年 大学院人文社会系研究科教授

22.3.31 川島　隆幸 定　年 大学院理学系研究科教授

22.3.31 酒井　英行 定　年 大学院理学系研究科教授

22.3.31 野津　憲治 定　年 大学院理学系研究科附属地殻化学実験施設教授

22.3.31 阿部　啓子 定　年 大学院農学生命科学研究科教授

22.3.31 小野　憲一郎 定　年 大学院農学生命科学研究科教授

22.3.31 小野寺　節 定　年 大学院農学生命科学研究科教授

22.3.31 梶　幹男 定　年 大学院農学生命科学研究科附属演習林教授

22.3.31 空閑　重則 定　年 大学院農学生命科学研究科教授

22.3.31 熊谷　進 定　年 大学院農学生命科学研究科教授

22.3.31 杉山　信男 定　年 大学院農学生命科学研究科教授

22.3.31 林　良博 定　年 大学院農学生命科学研究科教授

22.3.31 横山　伸也 定　年 大学院農学生命科学研究科教授

22.3.31 吉川　泰弘 定　年 大学院農学生命科学研究科教授

22.3.31 岩井　克人 定　年 大学院経済学研究科教授

22.3.31 醍醐　聰 定　年 大学院経済学研究科教授

22.3.31 藤原　正寛 定　年 大学院経済学研究科教授

22.3.31 兵頭　俊夫 定　年（高エネルギー加速器研究機構特別教授） 教養学部附属教養教育開発機構教授

22.3.31 青木　誠之 定　年 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 旭　英昭 定　年（東京大学教養学部附属教養教育高度化機構特任

教授）

大学院総合文化研究科教授

22.3.31 今井　知正 定　年 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 神野志　隆光 定　年 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 佐々木　力 定　年 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 柴　宜弘 定　年 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 下井　守 定　年 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 菅原　正 定　年 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 須藤　和夫 定　年 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 丹羽　清 定　年 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 米谷　民明 定　年 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 森田　昭雄 定　年 大学院総合文化研究科准教授

22.3.31 柴崎　正勝 定　年 大学院薬学系研究科教授

22.3.31 森田　茂之 定　年 大学院数理科学研究科教授

22.3.31 五味　健作 定　年 大学院数理科学研究科准教授

22.3.31 鳥海　光弘 定　年 大学院新領域創成科学研究科教授

22.3.31 吉田　恒昭 定　年 大学院新領域創成科学研究科教授

22.3.31 竹内　郁雄 定　年 大学院情報理工学系研究科教授

22.3.31 南谷　崇 定　年 大学院情報理工学系研究科教授

22.3.31 石上　英一 定　年 大学院情報学環教授

22.3.31 金沢　敏彦 定　年 地震研究所附属地震地殻変動観測センター教授

22.3.31 佐野　修 定　年 地震研究所附属地震地殻変動観測センター教授
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22.3.31 藤井　敏嗣 定　年 地震研究所附属火山噴火予知研究センター教授

22.3.31 渡辺　秀文 定　年 地震研究所附属火山噴火予知研究センター教授

22.3.31 関本　照夫 定　年 東洋文化研究所教授

22.3.31 中里　成章 定　年 東洋文化研究所教授

22.3.31 工藤　章 定　年 社会科学研究所教授

22.3.31 小森田　秋夫 定　年 社会科学研究所教授

22.3.31 藤森　照信 定　年 生産技術研究所教授

22.3.31 山本　良一 定　年 生産技術研究所教授

22.3.31 徳田　元 定　年 分子細胞生物学研究所教授

22.3.31 渡部　俊太郎 定　年 物性研究所教授

22.3.31 宮崎　信之 定　年 海洋研究所附属海洋科学国際共同研究センター教授

22.3.31 堀江　英明 辞　職 人工物工学研究センター准教授

22.3.31 菊地　陽 辞　職 大学院医学系研究科准教授

22.3.31 舟橋　正浩 辞　職（香川大学工学部教授） 大学院工学系研究科准教授

22.3.31 松永　澄夫 辞　職 大学院人文社会系研究科教授

22.3.31 島田　敏宏 辞　職（北海道大学大学院工学研究院教授） 大学院理学系研究科准教授

22.3.31 升本　順夫 辞　職（海洋研究開発機構プログラムディレクター） 大学院理学系研究科准教授

22.3.31 蔵田　憲次 辞　職 大学院農学生命科学研究科教授

22.3.31 中園　幹生 辞　職（名古屋大学大学院生命農学研究科教授） 大学院農学生命科学研究科准教授

22.3.31 金久　博昭 辞　職（鹿屋体育大学教授） 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 山崎　泰規 辞　職 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 若林　正丈 辞　職 大学院総合文化研究科教授

22.3.31 村越　隆之 辞　職 大学院総合文化研究科准教授

22.3.31 山田　茂 辞　職 大学院総合文化研究科准教授

22.3.31 伊東　一文 辞　職 大学院数理科学研究科教授

22.3.31 岡本　和夫 辞　職（大学評価・学位授与機構教授） 大学院数理科学研究科教授

22.3.31 GEISSER　

THOMAS　

HERMANN

辞　職（名古屋大学大学院多元数理科学研究科教授） 大学院数理科学研究科教授

22.3.31 吉川　謙一 辞　職（京都大学大学院理学研究科教授） 大学院数理科学研究科准教授

22.3.31 川合　眞紀 辞　職 大学院新領域創成科学研究科教授

22.3.31 杉浦　清了 辞　職（東京大学大学院新領域創成科学研究科特任教授） 大学院新領域創成科学研究科教授

22.3.31 田口　英樹 辞　職（東京工業大学大学院生命理工学研究科教授） 大学院新領域創成科学研究科准教授

22.3.31 田中　耕一郎 辞　職（特許庁審査官） 大学院新領域創成科学研究科准教授

22.3.31 伊藤　彰彦 辞　職 医科学研究所准教授

22.3.31 醍醐　弥太郎 辞　職（国立大学法人滋賀医科大学医学部特任教授） 医科学研究所附属ヒトゲノム解析センター准教授

22.3.31 中村　民雄 辞　職 社会科学研究所教授

22.3.31 村上　あかね 辞　職 社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センター准教

授

22.3.31 桑原　雅夫 辞　職（東北大学大学院情報科学研究科教授） 生産技術研究所附属先進モビリティ研究センター教授

22.3.31 加藤　友康 辞　職 史料編纂所教授

22.3.31 宮崎　勝美 辞　職 史料編纂所教授

22.3.31 有川　正俊 任期満了（東京大学空間情報科学研究センター特任教授） 空間情報科学研究センター准教授

22.3.31 寺本　振透 任期満了（九州大学大学院法学研究院教授） 大学院法学政治学研究科教授

22.3.31 高橋　玲路 任期満了 大学院法学政治学研究科准教授

22.3.31 三村　芳和 任期満了 医学部准教授

22.3.31 新家　眞 任期満了 大学院医学系研究科教授

22.3.31 中安　信夫 任期満了 大学院医学系研究科准教授

22.3.31 野坂　正隆 任期満了 大学院工学系研究科教授

22.3.31 藤野　陽三 任期満了（東京大学大学院工学系研究科特任教授） 大学院工学系研究科教授

22.3.31 山地　憲治 任期満了 大学院工学系研究科教授

22.3.31 衞藤　隆 任期満了 大学院教育学研究科教授

22.3.31 金子　元久 任期満了（国立大学財務・経営センター研究部教授） 大学院教育学研究科教授

22.3.31 佐藤　能雅 任期満了 大学院薬学系研究科教授

22.3.31 黄　光偉 任期満了（東京大学大学院新領域創成科学研究科特任研

究員）

大学院新領域創成科学研究科准教授

22.3.31 七丈　直弘 任期満了 大学院情報学環准教授

22.3.31 徳永　崇 任期満了（警察庁刑事局組織犯罪対策部薬物銃器対策課

長）

大学院公共政策学連携研究部教授

22.3.31 片山　榮作 任期満了 医科学研究所教授

22.3.31 高崎　誠一 任期満了 医科学研究所准教授

22.3.31 窪川　かおる 任期満了 海洋研究所附属先端海洋システム研究センター教授

22.3.31 天川　裕史 任期満了 海洋研究所附属先端海洋システム研究センター准教授

22.3.31 橋本　秀美 出向期間満了 東洋文化研究所准教授
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（採　　用）
22.4.1 大武　和夫 大学院法学政治学研究科教授

22.4.1 宍戸　常寿 大学院法学政治学研究科准教授 一橋大学大学院法学研究科准教授

22.4.1 飛松　純一 大学院法学政治学研究科准教授

22.4.1 森　肇志 大学院法学政治学研究科准教授

22.4.1 金生　由紀子 大学院医学系研究科准教授 大学院医学系研究科特任准教授

22.4.1 國枝　正典 大学院工学系研究科教授 東京農工大学大学院共生科学技術研究院教授

22.4.1 和泉　潔 大学院工学系研究科准教授 産業技術総合研究所デジタルヒューマン研究センター主任研究員

22.4.1 設樂　博己 大学院人文社会系研究科教授

22.4.1 蓑輪　顕量 大学院人文社会系研究科教授

22.4.1 小林　正人 大学院人文社会系研究科准教授

22.4.1 佐川　英治 大学院人文社会系研究科准教授 岡山大学大学院社会文化科学研究科准教授

22.4.1 遠藤　一佳 大学院理学系研究科教授 筑波大学大学院生命環境科学研究科准教授

22.4.1 二宮　正士 大学院農学生命科学研究科附属生態調和農学機構教授 農業・食品産業技術総合研究機構中央農業総合研究センター研究管

理監

22.4.1 岩田　洋佳 大学院農学生命科学研究科准教授 農業・食品産業技術総合研究機構主任研究員

22.4.1 潮　秀樹 大学院農学生命科学研究科准教授 東京海洋大学海洋科学部准教授

22.4.1 吉田　修一郎 大学院農学生命科学研究科准教授 農業・食品産業技術総合研究機構総合企画調整部主任研究員

22.4.1 飯塚　敏晃 大学院経済学研究科教授

22.4.1 ROBINS ROGER 

GLENN

教養学部附属教養教育高度化機構准教授

22.4.1 新井　宗仁 大学院総合文化研究科准教授 産業技術総合研究所生物機能工学研究部門蛋白質デザイン研究グル

ープ長

22.4.1 小野　秀樹 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 梶谷　真司 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 武田　将明 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 筒井　賢治 大学院総合文化研究科准教授 新潟大学超域研究機構准教授

22.4.1 FUKUNAGA ALEX 大学院総合文化研究科准教授 東京工業大学グローバルエッジ研究院テニュア・トラック助教

22.4.1 三ツ井　崇 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 矢島　潤一郎 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 山本　芳久 大学院総合文化研究科准教授 千葉大学文学部准教授

22.4.1 吉本　敬太郎 大学院総合文化研究科准教授 筑波大学大学院数理物質科学研究科講師

22.4.1 田中　智志 大学院教育学研究科教授

22.4.1 内山　真伸 大学院薬学系研究科教授 中央研究所准主任研究員

22.4.1 PUEL JEAN 

PIERRE GEORGES

大学院数理科学研究科教授

22.4.1 松本　眞 大学院数理科学研究科教授 広島大学大学院理学研究科教授

22.4.1 藤本　博志 大学院新領域創成科学研究科准教授 横浜国立大学大学院工学研究院准教授

22.4.1 三原　健治 大学院新領域創成科学研究科准教授 特許庁特許審査第三部審査官

22.4.1 生田　幸士 大学院情報理工学系研究科教授 名古屋大学大学院工学研究科教授

22.4.1 小野　太一 大学院公共政策学連携研究部教授 厚生労働省政策調査官

22.4.1 田中　宏幸 地震研究所附属高エネルギー素粒子地球物理学研究セン

ター准教授

地震研究所附属火山噴火予知研究センター特任助教

22.4.1 馬場　紀寿 東洋文化研究所准教授

22.4.1 保城　広至 社会科学研究所准教授

22.4.1 TIXIER EPOUSE 

MITA AGNES 

LAURE MARIE 

BEATRICE

生産技術研究所附属マイクロナノメカトロニクス国際研

究センター准教授

22.4.1 益田　隆嗣 物性研究所附属中性子科学研究施設准教授

（昇　　任）
22.3.16 近藤　高志 大学院工学系研究科教授 大学院工学系研究科准教授

22.3.16 塩見　淳一郎 大学院工学系研究科准教授 大学院工学系研究科講師

22.3.16 崔　埈豪 大学院工学系研究科准教授 大学院工学系研究科講師

22.4.1 小川　剛史 情報基盤センター准教授 情報基盤センター講師

22.4.1 中島　勧 医学部准教授 医学部講師

22.4.1 井田　孔明 大学院医学系研究科准教授 医学部講師

22.4.1 垣内　千尋 大学院医学系研究科准教授 医学部講師

22.4.1 中井　祐 大学院工学系研究科教授 大学院工学系研究科准教授

22.4.1 大森　宣曉 大学院工学系研究科准教授 大学院工学系研究科講師

22.4.1 大矢　忍 大学院工学系研究科准教授 大学院工学系研究科助教

22.4.1 安藤　宏 大学院人文社会系研究科教授 大学院人文社会系研究科准教授

22.4.1 浦　一章 大学院人文社会系研究科教授 大学院人文社会系研究科准教授

22.4.1 榊原　哲也 大学院人文社会系研究科教授 大学院人文社会系研究科准教授
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22.4.1 塚本　昌則 大学院人文社会系研究科教授 大学院人文社会系研究科准教授

22.4.1 柳橋　博之 大学院人文社会系研究科教授 大学院人文社会系研究科准教授

22.4.1 鍵　裕之 大学院理学系研究科附属地殻化学実験施設教授 大学院理学系研究科附属地殻化学実験施設准教授

22.4.1 石川　幸男 大学院農学生命科学研究科教授 大学院農学生命科学研究科准教授

22.4.1 若木　高善 大学院農学生命科学研究科教授 大学院農学生命科学研究科准教授

22.4.1 植田　一博 大学院総合文化研究科教授 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 中尾　まさみ 大学院総合文化研究科教授 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 八田　秀雄 大学院総合文化研究科教授 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 平岡　秀一 大学院総合文化研究科教授 大学院理学系研究科准教授

22.4.1 深津　晋 大学院総合文化研究科教授 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 大川　祐司 大学院総合文化研究科准教授 大学院総合文化研究科助教

22.4.1 渡邊　日日 大学院総合文化研究科准教授 大学院総合文化研究科講師

22.4.1 金井　求 大学院薬学系研究科教授 大学院薬学系研究科准教授

22.4.1 平地　健吾 大学院数理科学研究科教授 大学院数理科学研究科准教授

22.4.1 山本　昌宏 大学院数理科学研究科教授 大学院数理科学研究科准教授

22.4.1 党　超鋲 大学院新領域創成科学研究科准教授 大学院新領域創成科学研究科講師

22.4.1 須田　礼仁 大学院情報理工学系研究科教授 大学院情報理工学系研究科准教授

22.4.1 真鍋　祐子 大学院情報学環教授 大学院情報学環准教授

22.4.1 篠原　雅尚 地震研究所附属観測開発基盤センター教授 地震研究所附属地震地殻変動観測センター准教授

22.4.1 中井　俊一 地震研究所教授 地震研究所准教授

22.4.1 大湾　秀雄 社会科学研究所教授 社会科学研究所准教授

22.4.1 中村　尚史 社会科学研究所教授 社会科学研究所准教授

22.4.1 水町　勇一郎 社会科学研究所教授 社会科学研究所准教授

22.4.1 佐藤　慶一 社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究セ

ンター准教授

社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センター助教

22.4.1 鹿園　直毅 生産技術研究所附属エネルギー工学連携研究センター教

授

大学院工学系研究科准教授

22.4.1 加藤　孝明 生産技術研究所附属都市基盤安全工学国際研究センター

准教授

大学院工学系研究科助教

22.4.1 巻　俊宏 生産技術研究所附属海中工学国際研究センター准教授 生産技術研究所附属海中工学国際研究センター助教

22.4.1 小宮　木代良 史料編纂所教授 史料編纂所准教授

22.4.1 本郷　惠子 史料編纂所教授 史料編纂所准教授

22.4.1 小野　将 史料編纂所准教授 史料編纂所助教

22.4.1 菊地　大樹 史料編纂所准教授 史料編纂所助教

22.4.1 川島　直輝 物性研究所附属物質設計評価施設教授 物性研究所附属物質設計評価施設准教授

22.4.1 森　初果 物性研究所教授 物性研究所准教授

（配 置 換）
22.3.16 芳村　圭 気候システム研究センター准教授 生産技術研究所准教授

22.3.31 鈴木　高宏 生産技術研究所准教授 大学院情報学環准教授

22.4.1 菊地　康人 国際本部教授 留学生センター教授

22.4.1 栖原　曉 国際本部教授 留学生センター教授

22.4.1 二通　信子 国際本部教授 留学生センター教授

22.4.1 大島　資生 国際本部准教授 留学生センター准教授

22.4.1 増田　真理子 国際本部准教授 留学生センター准教授

22.4.1 森田　朗 大学院法学政治学研究科教授 大学院公共政策学連携研究部教授

22.4.1 五神　真 大学院工学系研究科附属光量子科学研究センター教授 大学院工学系研究科教授

22.4.1 寺井　隆幸 大学院工学系研究科教授 大学院工学系研究科附属総合研究機構教授

22.4.1 諏訪部　浩一 大学院人文社会系研究科准教授 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 菅　裕明 大学院理学系研究科教授 先端科学技術研究センター教授

22.4.1 濡木　理 大学院理学系研究科教授 医科学研究所教授

22.4.1 有田　正規 大学院理学系研究科准教授 大学院新領域創成科学研究科准教授

22.4.1 溝口　勝 大学院農学生命科学研究科教授 大学院情報学環教授

22.4.1 森田　茂紀 大学院農学生命科学研究科附属生態調和農学機構教授 大学院農学生命科学研究科附属農場教授

22.4.1 加藤　和弘 大学院農学生命科学研究科准教授 大学院農学生命科学研究科附属緑地植物実験所准教授

22.4.1 佐々木　治人 大学院農学生命科学研究科附属生態調和農学機構准教授 大学院農学生命科学研究科附属農場准教授

22.4.1 山岸　順子 大学院農学生命科学研究科附属生態調和農学機構准教授 大学院農学生命科学研究科附属農場准教授

22.4.1 米川　智司 大学院農学生命科学研究科附属生態調和農学機構准教授 大学院農学生命科学研究科附属農場准教授

22.4.1 市村　英彦 大学院経済学研究科附属日本経済国際共同研究センター

教授

大学院経済学研究科教授

22.4.1 WILSON　

BERNARD　

FRANCIS

教養学部附属教養教育高度化機構准教授 教養学部附属教養教育開発機構准教授

22.4.1 OSWALD Dagmar 教養学部附属教養教育高度化機構准教授 教養学部附属教養教育開発機構准教授

22.4.1 KAUFMANN　
INGRID

教養学部附属教養教育高度化機構准教授 教養学部附属教養教育開発機構准教授
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22.4.1 金　東漢 教養学部附属教養教育高度化機構准教授 教養学部附属教養教育開発機構准教授

22.4.1 GILMORE　

ALEXANDER

教養学部附属教養教育高度化機構准教授 教養学部附属教養教育開発機構准教授

22.4.1 GRANADOS 

QUIROZ ULISES

教養学部附属教養教育高度化機構准教授 教養学部附属教養教育開発機構准教授

22.4.1 TABLERO VALLAS 

FRANCISCO 

JAVIER

教養学部附属教養教育高度化機構准教授 教養学部附属教養教育開発機構准教授

22.4.1 安達　裕之 大学院総合文化研究科教授 大学院情報学環教授

22.4.1 遠藤　泰生 大学院総合文化研究科附属グローバル地域研究機構教授 大学院総合文化研究科附属アメリカ太平洋地域研究センター教授

22.4.1 高橋　直樹 大学院総合文化研究科附属グローバル地域研究機構教授 大学院総合文化研究科附属アメリカ太平洋地域研究センター教授

22.4.1 古矢　旬 大学院総合文化研究科附属グローバル地域研究機構教授 大学院総合文化研究科附属アメリカ太平洋地域研究センター教授

22.4.1 GALLY Thomas 

Kilburne

大学院総合文化研究科准教授 教養学部附属教養教育開発機構准教授

22.4.1 倉田　博史 大学院総合文化研究科准教授 大学院情報学環准教授

22.4.1 橋川　健竜 大学院総合文化研究科附属グローバル地域研究機構准教

授

大学院総合文化研究科附属アメリカ太平洋地域研究センター准教授

22.4.1 佐々木　司 大学院教育学研究科教授 学生相談ネットワーク本部教授

22.4.1 池上　高志 大学院情報学環教授 大学院総合文化研究科教授

22.4.1 目黒　公郎 大学院情報学環附属総合防災情報研究センター教授 生産技術研究所附属都市基盤安全工学国際研究センター教授

22.4.1 山本　博文 大学院情報学環教授 史料編纂所教授

22.4.1 清水　晶子 大学院情報学環准教授 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 中野　公彦 大学院情報学環准教授 生産技術研究所附属先進モビリティ研究センター准教授

22.4.1 城山　英明 大学院公共政策学連携研究部教授 大学院法学政治学研究科教授

22.4.1 岩崎　貴哉 地震研究所附属観測開発基盤センター教授 地震研究所附属地震地殻変動観測センター教授

22.4.1 大久保　修平 地震研究所附属高エネルギー素粒子地球物理学研究セン

ター教授

地震研究所教授

22.4.1 加藤　照之 地震研究所附属地震火山情報センター教授 地震研究所附属地震火山噴火予知研究推進センター教授

22.4.1 佐竹　健治 地震研究所附属地震火山情報センター教授 地震研究所附属地震予知情報センター教授

22.4.1 佐藤　比呂志 地震研究所附属地震予知研究センター教授 地震研究所附属地震火山噴火予知研究推進センター教授

22.4.1 平田　直 地震研究所附属地震予知研究センター教授 地震研究所附属地震火山噴火予知研究推進センター教授

22.4.1 新谷　昌人 地震研究所附属観測開発基盤センター准教授 地震研究所准教授

22.4.1 上嶋　誠 地震研究所附属地震予知研究センター准教授 地震研究所附属地震火山噴火予知研究推進センター准教授

22.4.1 卜部　卓 地震研究所附属観測開発基盤センター准教授 地震研究所附属火山噴火予知研究センター准教授

22.4.1 大湊　隆雄 地震研究所附属観測開発基盤センター准教授 地震研究所附属火山噴火予知研究センター准教授

22.4.1 酒井　慎一 地震研究所附属観測開発基盤センター准教授 地震研究所附属地震地殻変動観測センター准教授

22.4.1 束田　進也 地震研究所附属地震火山情報センター准教授 地震研究所附属地震予知情報センター准教授

22.4.1 中谷　正生 地震研究所准教授 地震研究所附属地震火山噴火予知研究推進センター准教授

22.4.1 林　知更 社会科学研究所准教授 大学院総合文化研究科准教授

22.4.1 川勝　英樹 生産技術研究所附属マイクロナノメカトロニクス国際研

究センター教授

生産技術研究所附属マイクロメカトロニクス国際研究センター教授

22.4.1 藤井　輝夫 生産技術研究所附属マイクロナノメカトロニクス国際研

究センター教授

生産技術研究所附属マイクロメカトロニクス国際研究センター教授

22.4.1 藤田　博之 生産技術研究所附属マイクロナノメカトロニクス国際研

究センター教授

生産技術研究所附属マイクロメカトロニクス国際研究センター教授

22.4.1 渡辺　正 生産技術研究所教授 生産技術研究所附属サステイナブル材料国際研究センター教授

22.4.1 金　範埈 生産技術研究所附属マイクロナノメカトロニクス国際研

究センター准教授

生産技術研究所附属マイクロメカトロニクス国際研究センター准教

授

22.4.1 桑野　玲子 生産技術研究所附属都市基盤安全工学国際研究センター

准教授

生産技術研究所准教授

22.4.1 河野　崇 生産技術研究所附属マイクロナノメカトロニクス国際研

究センター准教授

生産技術研究所附属マイクロメカトロニクス国際研究センター准教

授

22.4.1 竹内　昌治 生産技術研究所附属マイクロナノメカトロニクス国際研

究センター准教授

生産技術研究所附属マイクロメカトロニクス国際研究センター准教

授

22.4.1 近藤　成一 史料編纂所教授 史料編纂所附属前近代日本史情報国際センター教授

22.4.1 鶴田　啓 史料編纂所教授 史料編纂所附属前近代日本史情報国際センター教授

22.4.1 保谷　徹 史料編纂所教授 史料編纂所附属画像史料解析センター教授

22.4.1 保立　道久 史料編纂所教授 史料編纂所附属前近代日本史情報国際センター教授

22.4.1 山家　浩樹 史料編纂所附属前近代日本史情報国際センター教授 史料編纂所教授

22.4.1 箱石　大 史料編纂所准教授 史料編纂所附属前近代日本史情報国際センター准教授

22.4.1 白髭　克彦 分子細胞生物学研究所附属エピゲノム疾患研究センター

教授

分子細胞生物学研究所教授

22.4.1 竹内　純 分子細胞生物学研究所附属エピゲノム疾患研究センター

准教授

分子細胞生物学研究所附属細胞機能情報研究センター准教授
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22.4.1 武山　健一 分子細胞生物学研究所附属エピゲノム疾患研究センター

准教授

分子細胞生物学研究所附属細胞機能情報研究センター准教授

22.4.1 植松　光夫 大気海洋研究所附属国際連携研究センター教授 海洋研究所附属海洋科学国際共同研究センター教授

22.4.1 大竹　二雄 大気海洋研究所附属国際沿岸海洋研究センター教授 海洋研究所附属国際沿岸海洋研究センター教授

22.4.1 川邉　正樹 大気海洋研究所教授 海洋研究所教授

22.4.1 蒲生　俊敬 大気海洋研究所教授 海洋研究所教授

22.4.1 木本　昌秀 大気海洋研究所教授 気候システム研究センター教授

22.4.1 木暮　一啓 大気海洋研究所附属地球表層圏変動研究センター教授 海洋研究所教授

22.4.1 小島　茂明 大気海洋研究所教授 海洋研究所教授

22.4.1 佐野　有司 大気海洋研究所教授 海洋研究所附属先端海洋システム研究センター教授

22.4.1 高橋　正明 大気海洋研究所教授 気候システム研究センター教授

22.4.1 高藪　縁 大気海洋研究所教授 気候システム研究センター教授

22.4.1 竹井　祥郎 大気海洋研究所教授 海洋研究所教授

22.4.1 塚本　勝巳 大気海洋研究所教授 海洋研究所教授

22.4.1 徳山　英一 大気海洋研究所教授 海洋研究所教授

22.4.1 中島　映至 大気海洋研究所附属地球表層圏変動研究センター教授 気候システム研究センター教授

22.4.1 永田　俊 大気海洋研究所教授 海洋研究所教授

22.4.1 新野　宏 大気海洋研究所教授 海洋研究所教授

22.4.1 西田　周平 大気海洋研究所附属国際連携研究センター教授 海洋研究所教授

22.4.1 西田　睦 大気海洋研究所教授 海洋研究所教授

22.4.1 道田　豊 大気海洋研究所附属国際連携研究センター教授 海洋研究所附属国際沿岸海洋研究センター教授

22.4.1 安田　一郎 大気海洋研究所教授 海洋研究所教授

22.4.1 渡邊　良朗 大気海洋研究所教授 海洋研究所教授

22.4.1 阿部　彩子 大気海洋研究所准教授 気候システム研究センター准教授

22.4.1 伊賀　啓太 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 井上　広滋 大気海洋研究所准教授 海洋研究所附属海洋科学国際共同研究センター准教授

22.4.1 今須　良一 大気海洋研究所准教授 気候システム研究センター准教授

22.4.1 小川　浩史 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 沖野　郷子 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 小畑　元 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 狩野　泰則 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 河村　知彦 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 小松　輝久 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 佐藤　克文 大気海洋研究所附属国際沿岸海洋研究センター准教授 海洋研究所附属国際沿岸海洋研究センター准教授

22.4.1 佐藤　正樹 大気海洋研究所准教授 気候システム研究センター准教授

22.4.1 津田　敦 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 羽角　博康 大気海洋研究所准教授 気候システム研究センター准教授

22.4.1 濱崎　恒二 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 朴　進午 大気海洋研究所准教授 海洋研究所附属海洋科学国際共同研究センター准教授

22.4.1 兵藤　晋 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 平松　一彦 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 藤尾　伸三 大気海洋研究所准教授 海洋研究所附属先端海洋システム研究センター准教授

22.4.1 横山　祐典 大気海洋研究所准教授 海洋研究所准教授

22.4.1 芳村　圭 大気海洋研究所准教授 気候システム研究センター准教授

22.4.1 渡部　雅浩 大気海洋研究所准教授 気候システム研究センター准教授

（出　　向）
22.4.1 鈴木　高宏 長崎県産業労働部政策監 生産技術研究所准教授

（出向復帰）
22.4.1 加藤　孝久 大学院工学系研究科教授 科学技術振興機構研究開発戦略センターフェロー

22.4.1 高木　周 大学院工学系研究科教授 理化学研究所次世代計算科学研究開発プログラム臓器全身スケール

研究開発チームチームリーダー

（兼 務 命）
22.4.1 西野　嘉章 総合研究博物館長 総合研究博物館教授

22.4.1 影山　和郎 人工物工学研究センター長 大学院工学系研究科教授

22.4.1 五十嵐　泰夫 生物生産工学研究センター長 大学院農学生命科学研究科教授

22.4.1 吉見　俊哉 大学総合教育研究センター長 大学院情報学環教授

22.4.1 浅見　泰司 空間情報科学研究センター長 空間情報科学研究センター教授

22.4.1 石川　裕 情報基盤センター長 大学院情報理工学系研究科教授

22.4.1 駒宮　幸男 素粒子物理国際研究センター長 大学院理学系研究科教授

22.4.1 浅田　邦博 大規模集積システム設計教育研究センター長 大規模集積システム設計教育研究センター教授

22.4.1 山下　友信 大学院法学政治学研究科長

法学部長

大学院法学政治学研究科教授
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22.4.1 北森　武彦 大学院工学系研究科長

工学部長

インテリジェント・モデリング・ラボラトリー長

大学院工学系研究科教授

22.4.1 今井　康雄 教育学部附属中等教育学校長 大学院教育学研究科教授

22.4.1 長野　哲雄 大学院薬学系研究科長

薬学部長

大学院薬学系研究科教授

22.4.1 大島　利雄 大学院数理科学研究科長 大学院数理科学研究科教授

22.4.1 萩谷　昌己 大学院情報理工学系研究科長 大学院情報理工学系研究科教授

22.4.1 田邊　國昭 大学院公共政策学連携研究部長

大学院公共政策学教育部長

大学院公共政策学連携研究部教授

22.4.1 山下　直秀 医科学研究所附属病院長 医科学研究所附属病院教授

22.4.1 榎原　雅治 史料編纂所長 史料編纂所教授

22.4.1 梶田　隆章 宇宙線研究所長 宇宙線研究所附属宇宙ニュートリノ観測情報融合センター教授

22.4.1 西田　睦 大気海洋研究所長 大気海洋研究所教授

22.4.1 中野　義昭 先端科学技術研究センター所長

駒場オープンラボラトリー長

先端科学技術研究センター教授

（兼務終了）
22.4.1 西田　睦 海洋研究所長 海洋研究所教授

※退職後又は採用前の職等については、国の機関及び従前国の機関であった法人等のみ掲載した。
　東京大学における教員の任期に関する規則に基づく専攻、講座、研究部門等の発令については、記載を省略した。
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特集
02 平成22年度役員等の紹介
05 平成21年度卒業式・学位記授与式
14 平成22年度入学式・大学院入学式
32 平成21年度第２回「東京大学総長賞」授与式の挙行及

び「総長大賞」受賞者決定

NEWS
一般ニュース

34 部局長の交代
39 数物連携宇宙研究機構（IPMU）

IPMU新研究棟竣工披露・記念式典を挙行
39 サステイナビリティ学連携研究機構

国際生物多様性年記念 IR3S 国際シンポジウム「生
物多様性とサステイナビリティ－自然と調和した社
会をつくる－」を開催

40 産学連携本部
産学連携本部・大和総研共同主催公開セミナー
「mixi―そこで笠原健治社長は何を考え、何を決断し
たのか？」開催される

41 本部留学生・外国人研究者支援課
東京大学卒業・修了予定の外国人留学生、留学生支
援団体等と総長との懇談会が開催される

42 地球観測データ統融合連携研究機構 (EDITORIA)
第４回全球地球観測システム・アジア太平洋
(GEOSS-AP) シンポジウムを開催

43 産学連携本部
東京大学産学連携協議会 平成 21年度年次総会、開
催される

44 産学連携本部
平成 21年度第２回東京大学産学連携協議会 アドバ
イザリーボードミーティング開催される

45 海洋アライアンス
第３回海洋アライアンス・日本財団共同シンポジウ
ム開催

46 本部国際企画課
サー・アンソニー・ジェームス・レゲット教授に名
誉博士称号を授与

46 地球観測データ統融合連携研究機構（EDITORIA）
第６回全球地球観測・アジア水循環イニシアティブ
国際調整グループ (GEOSS/AWCI-ICG) 会議を開催

47 東京大学サステイナブルキャンパスプロジェクト
（TSCP）室
東京大学が電気使用合理化最優秀賞を受賞！

48 産学連携本部、高齢社会総合研究機構
ジェロントロジー・コンソーシアムの 2009 年度活
動報告会を開催

49 本部留学生・外国人研究者支援課
東京大学アサツーディ・ケイ中国育英基金奨学生
大学院修士課程修了報告会開催される

49 本部評価・分析課
大学機関別認証評価の結果が確定

部局ニュース
49 大学院教育学研究科・教育学部

濱田総長の特別授業が附属中等教育学校で行われる
50 大学院総合文化研究科・教養学部

教養学部附属教養教育開発機構
国際シンポジウム「教育から学びへ」開催

51 生産技術研究所
文部科学省次世代 IT 基盤構築のための研究開発
「イノベーション基盤シミュレーションソフトウェ
アの研究開発」第２回統合ワークショップを開催

51 分子細胞生物学研究所
平成 21年度分生研技術発表会を開催

52 大学院農学生命科学研究科・農学部
第２回農学生命科学研究科技術職員研修会開催される

52 物性研究所
「高分解能チョッパー分光器」完成披露式典と装置
見学会を開催

53 大気海洋研究所
開所式を挙行
キャンパスニュース

54 本部入試課
第２次学力試験（前期日程）の合格者、同（後期日程）
第１段階選抜結果の発表

55 本部入試課
第２次学力試験（後期日程）、外国学校卒業学生特
別選考の合格者発表

コラム
57 ＰＣリユースのわ　第 6回
58 Policy + alt　vol.08
59 Crossroad　産学連携本部だより　vol.53
60 Relay Column「ワタシのオシゴト」　第 50回

60 ケータイからみた東大 ～東大ナビ通信～

61 インタープリターズ・バイブルvol.33

61 FOREST  NOW　～行動シナリオの「今」をレポート～

INFORMATION
お知らせ

62 大学院農学生命科学研究科・農学部
演習林の広報誌「科学の森ニュースNo.49」の発行

62 大学院総合文化研究科・教養学部
「教養学部報」第 528( ４月７日 ) 号の発行
 ――教員による、学生のための学内新聞――

63 アイソトープ総合センター
平成 22年度新規放射線取扱者全学一括講習会開催
と放射線取扱者再教育用資料の配付

65 本部広報課
広報センターの臨時休館のお知らせ

65 情報基盤センター
論文探しの困ったを解決！
“情報探索ガイダンス”各種コース実施のお知らせ

66 情報基盤センター
韓国語で実習！
“留学生向け情報探索ガイダンス”のお知らせ

67 低温センター
高圧ガス保安教育「低温講習会」のお知らせ

67 大学院理学系研究科・理学部
第 67 回小石川植物園市民セミナー（公開講座）の
ご案内

訃報
68 久保正幡名誉教授

69 溝部裕司教授

事務連絡
70 人事異動（教員）

巻末特別記事
78 平成 22年度「東京大学における清華大学ウィーク

（Tsinghua Week at Todai）」が開催されます！

淡青評論
80 大学の国際化

◆表紙写真◆
　平成 21年度学位記授与式（10ページに関連記事）
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大学の国際化

とになる。日本に来る留学生には日本語を話すことを要求すると、人数は増えない。残念なことに、20 年にわ
たる経済停滞のせいか、日本語や日本経済に対する世界の若者の関心が薄れている。一方、日本の大学が世界の
一流大学と研究成果を競い、優秀な学生を輩出していくためには、英語での教育研究環境を整える必要がある。
そのためには、入試制度の改革も必要だ。海外からの受験が多くなれば、ＡＯ中心に改める必要があり、スタッ
フもバイリンギュアルの人を採用する必要がある。さらに、ＡＯの場合、合格者を「拘束」することが難しくな
るので、歩留まりしだいで、「定員」の充足に過不足が生じるのは当然で、過不足の「許容範囲」が広がらない
と、定員過不足による「ペナルティー」が頻発することになる。また、単位互換やダブル・ディグリー制度を構
築する際に障害になるのが、アメリカの大学との授業料格差である。多少の違いは許されるが、あまりにも違う
と、日本の大学の教育は、安かろう、悪かろう、に見えてしまう。
　たまたま手元にあるコロンビア大学の資料によると、学部では応募のうち合格を出す割合が 9%、そして合格
者のうち入学する（歩留まり）は、60%だという。授業料は、4万 1 千ドル、寮費が、プラス 1万ドル、計 5万
1 千ドル（約 450 万円）である。東大の約 7倍以上。教員の給与については、アメリカの場合は学部（研究科）
によっても違うし、個人差が大きいのだが、一流の先生は、最低でも日本の国立大学法人の 2倍程度の給与を確
約されているのではないかと想像する。世界で一流の研究者を集めて日本で研究をすすめるには、給与格差、授
業料格差の是正が是非とも必要になる。
　これらの問題を克服できなければ、国際化は掛け声倒れに終わるか、外国人留学生や外国人教員の数だけ増え
ても質が伴わないことになるのか、どちらかであろう。

伊藤隆敏（大学院公共政策学連携研究部・教育部）

　大学を「国際化」する、というのは自民党、民主党を通じて変わらない政府
の方針のようである。これは、あらゆる分野で進行するグローバル化に対応す
る人材を生むためには、適切な方針である。ただし、「国際化」とは何なのか、
何のために国際化するのかという根本の目的、について、政治家、官僚や大学
人のなかでも同床異夢であることが多いように思われる。
　来日する留学生、日本から派遣する留学生の増加が「国際化」である、と考
える人も多い。しかし、教育カリキュラムや、受入環境を改善せずに、数だけ
増やしても、学習よりアルバイトに興味があるような留学生ばかりが増えるこ
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